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１ はじめに 

地方版総合戦略は，地域の実情に応じながら，人口ビジョンの実現に向けた施策の

基本的方向や具体的施策を取りまとめるものです。本市におきましては，平成 27年

10月に，平成 27年度から令和元年度までの 5年間を対象期間とした第１期土浦市ま

ち・ひと・しごと創生「総合戦略」を策定し，人口ビジョンの実現に向けて効果の高

い施策を集中的に実施したところです。 

この総合戦略の展開に当たっては，その実効性を高め，この総合戦略の進行状況や

課題を客観的に把握するため，目標実現に向けたＫＰＩ（重要業績評価指標）を設定

するとともに，各施策の効果について検証を行う必要があります。本書は，各施策（地

方創生関係交付金事業を含む。）の実施状況について，各施策のＫＰＩの達成状況及び

評価を含めて取りまとめたものであり，今後の施策の推進に役立てるものです。 

 

 

２ 第１期土浦市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン・総合戦略の概要 

本市の第１期「人口ビジョン」及び「総合戦略」の概要は，次のとおりとなります。 

第１期土浦市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン 

我が国が直面する地方創生・人口減少克服という構造的課題に対し，本市におけ

る人口の現状について分析するとともに，「人口」を切り口とした本市の目指すべき

方向を明示するものです。 

対象期間（目標年度）は，国の長期ビジョンの目標を踏まえ，2060年（令和 42

年）となります。 

第１期土浦市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

本市の実情に応じながら，人口ビジョンの実現に向けた施策の基本的方向や具体

的施策を取りまとめるものであり，国の総合戦略を勘案しつつ，人口ビジョンの実

現に向けて効果の高い施策を集中的に実施していくための『戦略』となります。 

計画期間は，平成 27年度から令和元年度の 5年間となります。 
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３ 第１期土浦市まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本的な考え方 

本市の第１期「総合戦略」における基本的な考え方は，以下のとおりです。 

 

○若い世代の結婚・出産・子育てに対する希望を実現する 

・今後も高齢者の増加に伴う死亡数増加が予想されることから，現状の出生率

のままでは，これまで以上に人口の自然減少が拡大していくものと考えられ

ます。 

・また，人口減少を克服し，本市の継続的な発展・活力の維持を図っていくた

めには，長期的に人口構造の若返りを進めていくことも必要となります。 

・そのためには，若い世代が安心して結婚し，出産・子育てをすることができ

る環境を早期に整備し，これら世代の希望の実現を通じて出生数の増加（合

計特殊出生率の向上）を図っていくことが重要となります。 

○本市への人口流入を促進する 

・本市には，これまで先人たちが守り，育んできた多様な地域資源があります。

加えて，県南地域の中心として，高い拠点性に支えられたまちづくりが進め

られてきました。 

・しかしながら，社会環境，また本市を取り巻く地理的環境等の変化もあり，

最近では，本市人口の社会移動は「転出超過」に転じてしまった現実があり

ます。特に，20 歳代後半から 30 歳代といった若い世代においてその傾向が

顕著です。 

・そこで，改めて生活基盤としての本市の都市環境の向上・拡充に取り組むと

ともに，今，我々の手に残る本市の強みを最大限に活用しながら，東京圏を

はじめとする流出先にはみられない個性ある魅力づくりを進め，若い世代を

中心としながら，アクティブシニア層を含む多様な世代の流入増大に取り組

んでいくことが重要となります。 

○人口減少・高齢化に伴う地域社会の変化に柔軟に対応する 

・人口減少に対する取り組みを進めていく過程においては，現在の人口構造上，

一定期間これまで以上に人口減少や高齢化が進んでいくことは避けて通れな

い状況です。 

・長期的な本市の継続的発展を展望するためには，こうした環境変化がもたら

す課題一つひとつに対して，柔軟かつ適切に対応していくことが重要となり

ます。 
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４ 第１期土浦市まち・ひと・しごと創生総合戦略の「戦略分野」 

この第１期「総合戦略」においては，第１期「人口ビジョン」の基本方針や，前

項で掲げたこの戦略の基本的な考え方に基づき，以下の通り 4つの戦略分野を掲げ，

人口ビジョンの実現を目指します。 

【人口ビジョンに掲げる目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

戦略分野Ⅰ 地域経済の活性化を通じた持続性ある雇用基盤の確立 

・既存産業・事業所の成長支援や交流人口の拡大による「地域経済の活性化」を通

じて，市内における持続性ある雇用基盤を確立していきます。 

・また，多様な働き方を可能とする就労環境を確保・創造していきます。 

 

戦略分野Ⅱ 生活の安心・付加価値創出による人口還流の創造 

・生活利便性の向上や，安心して生活できる都市基盤の整備・拡充，またこうした

環境を広く知ってもらうためのプロモーション活動強化等により，大きなライフ

イベント期にある青年・壮年世代を中心とした転入を促します。 

・加えて，本市が持つ地域資源を活用した付加価値のある「住まう場」の創造を通

じて，アクティブシニア層を中心とした多様な世代の転入を促します。 

 

戦略分野Ⅲ 結婚・出産・子育ての応援 

・出生率の回復・上昇は，一人ひとりの結婚観・家族観などの価値観による所も大

きく，基礎自治体である本市単独の取り組みで効果の高い施策を講じることは困

難な面もありますが，国や茨城県の取り組みと歩調を合わせ，若者の希望の実現

に向けた応援を継続的に展開していきます。 

 

戦略分野Ⅳ 時代にあった地域の創造 

・少子化・高齢化と人口減少への対応には，一定の時間が必要となります。一方，

本市においても人口減少・高齢化の流れは当面継続すると考えられることから，

こうした「まち」を取り巻く環境変化に柔軟に対応した地域づくりを進めていき

ます。 

＋ 
2060年の目標人口 

108,500人 
人口構造の若返り 

施策展開に伴う人口上乗せ目標 
約 17,000人 

年少人口割合の回復・13％後半で安定 
生産年齢人口割合の上昇傾向への転換 
老年人口の下降傾向への転換 
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５ 各戦略分野の実施状況  

（１）評価の対象と手順 

4つの戦略分野ごとに設定した成果指標における「目標値」とそれぞれの基本施策

について 5年間の取組に対して設定した「重要業績評価指標（ＫＰＩ）」について，達

成状況を「Ａ」，「Ｂ+」，「Ｂ」及び「Ｃ」の 4段階の区分で評価します。 

なお，評価においては，5年間の計画期間の達成状況であることから，「Ａ」評価に

ついては，期待した成果が得られていると判断します。 

評価区分 評価基準（達成率による区分） 

 Ａ 達成している 達成率が 100%以上 

Ｂ+ おおむね達成している 達成率が 70%以上 100%未満 

 Ｂ 一部達成している 達成率が 50%以上 70%未満 

 Ｃ 達成していない 達成率が 50%未満 

 － なし 実績値が現時点で示されていないため，未評価 

 達成率は，（実績値の増（減）分）／（目標値の増（減）分）で算出するものとし

ます。ただし，基準値が示されていないものについては，（実績値）／（目標値）に

より算出し，目標値が上限値又は下限値を設定しているものについては，目標値を

100％とした場合における実績値の目標値からの乖離の度合いにより算出するもの

とします。 

目標値の区分 算出式 

目標値以上（以下）にする 
達成率＝（実績値－基準値）÷（目標値－基準値）×100 

達成率＝（実績値）÷（目標値）×100（基準値なし） 

目標値以上にしない 

（目標値が上限値） 

実績値＞目標値の場合（目標未達成） 

達成率＝（1－（（実績値－目標値）÷（目標値））×100 

実績値≦目標値の場合（目標達成） 

達成率＝（1＋（（目標値－実績値）÷（目標値））×100 

目標値以下にしない 

（目標値が下限値） 

実績値＜目標値の場合（目標未達成） 

達成率＝（1－（（目標値－実績値）÷（目標値））×100 

実績値≧目標値の場合（目標達成） 

達成率＝（1＋（（実績値－目標値）÷（目標値））×100 
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【計算例】 

成果指標・ＫＰＩ 基準値① 
（目標値増減②－①） 

目標値② 

（実績値増減③－①） 

実績値③ 
達成率 

女性就業率 

（基準値あり） 

 

65.4% 

（+4.6%） 

70.0% 

（+4.51%） 

69.91% 

（（③－①）/（②－①）） 

×100＝98.0%→Ｂ+ 

ブランド農産物認証件数 

（基準値なし） 

（なし） 

－ 

（－） 

25件 

（－） 

6件 
③/②×100＝24.0%→Ｃ 

刑法犯認知件数 

（目標値が上限値を設定） 
2,259件 

（0件以下） 

現状値（2,259件）

以下 

（△789件） 

1,470件 

 

③＜②（目標値達成） 

→（1＋（（②－③）/②）） 

×100＝134.9%→Ａ 

年少人口 

（目標値が下限値を設定） 

 

17,690人 

（△1,590人以内） 

16,100人 

（△2,074人） 

15,616人 

③＜②（目標値未達成） 

→（1－（（②－③）/②）） 

×100＝97.0%→Ｂ+ 
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（２）各戦略分野の成果指標の達成状況について 

各戦略分野の成果指標の達成状況は，次のとおりとなります。 
 

戦略分野Ⅰ 「地域経済の活性化を通じた持続性ある雇用基盤の確立」 

成果指標 基準値 
（目標値増減） 

目標値 

（実績値増減） 

実績値 

評 価 

達成率 

(R1) 

評 価 

達成率 

（H30） 

評 価 

達成率 

（H29） 

市内民営事業所に就

業する従業者数※ 

（経済センサス活動調査） 

 

72,782人 

（H24） 

（△782人以内） 

72,000人 

 

（＋2,770人） 

75,552人 

（H28） 

Ａ 

104.9% 

Ａ 

104.9% 

Ａ 

104.9% 

就業者一人当たり

市内総生産※ 

（茨城県市町村民経済計算） 

 

950万円 

（H24 当時の数値） 

（＋50万円） 

1,000万円 

 

  

  

※「市内民営事業所に就業する従業者数（経済センサス活動調査）」については，目標値

が下限値を設定しているものであることから，達成率は，目標値を 100％とした場合に

おける実績値の目標値からの乖離の度合いにより算出しています。 

【計算式】 

（1+（実績値：75,552人－目標値：72,000人）/目標値：72,000人）×100≒104.9% 

※「就業者一人当たり市内総生産（茨城県市町村民経済計算）」については，「茨城県市町

村民経済計算」が国の推計方法に準拠して推計した「茨城県県民経済計算」を各種の統

計数値による按分方式で市町村別に推計したものであり，推計方法等の見直し及び県民

経済計算の遡及改定を反映させるため，既報の計数についても遡及して改定すること及

び「就業者一人当たり市内総生産」については，平成 27 年度から茨城県において推計

しなくなったことを受け，達成率の算出及び評価はしないこととします。 

 

 

戦略分野Ⅱ 「生活の安心・付加価値の創出による人口還流の創造」 

成果指標 基準値 
（目標値増減） 

目標値 

（実績値増減） 

実績値 

評 価 

達成率 

(R1) 

評 価 

達成率 

（H30） 

評 価 

達成率 

（H29） 

社会移動数（純移動数） 

（茨城県常住人口調査） 

 

△285人/年 

（H26） 

（+385人/年） 

+100人/年 

 

（+229人/年） 

△56人/年 

（R1） 

Ｂ 

59.5% 

Ａ 

182.1% 

Ｂ 

54.8% 
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戦略分野Ⅲ 「結婚・出産・子育ての応援」 

成果指標 基準値 
（目標値増減） 

目標値 

（実績値増減） 

実績値 

評 価 

達成率 

(R1) 

評 価 

達成率 

（H30） 

評 価 

達成率 

（H29） 

合計特殊出生率 

（厚生労働省「人口動態調査」） 

 

1.43 

（H20～H24） 

（+0.07） 

1.50 

 

（+0.05） 

1.48 

（H25～H29） 

Ｂ+ 

71.4% 
－ － 

年少人口※ 

（茨城県「常住人口調査」） 

 

17,690人 

（H27.4.1） 

（△1,590 人以内） 

16,100人 

 

（△2,074人） 

15,616人 

（R2.4.1） 

Ｂ+ 

97.0% 

Ａ 

101.1% 

Ａ 

102.0% 

※「年少人口（茨城県「常住人口調査」）」については，目標値が下限値を設定しているも

のであることから，達成率は，目標値を 100％とした場合における実績値の目標値から

の乖離の度合いにより算出しています。 

【計算式】 

（1-（目標値：16,100人－実績値：15,616人）/目標値：16,100人）×100≒97.0% 

 

 

戦略分野Ⅳ 「時代にあった地域の創造」 

成果指標 基準値 
（目標値増減） 

目標値 

（実績値増減） 

実績値 

評 価 

達成率 

(R1) 

評 価 

達成率 

（H30） 

評 価 

達成率 

（H29） 

町内会（自治会）

加入率 

 

88% 

（H27） 

（+2%） 

90% 

 

（△5.12%） 

82.88% 

（R1） 

Ｃ 

△

256.0% 

Ｃ 

△102.5% 

Ｃ 

0.5% 

ＤＩＤ地区の人口比率 

（国勢調査） 

 

62.4% 

（H22） 

（+2.6%） 

65.0% 

 

（△0.87%） 

61.53% 

（H27） 

Ｃ 

△33.5% 

Ｃ 

△33.5% 

Ｃ 

△33.5% 
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（３）各基本方針のＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況について 

各基本方針のＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況は，次のとおりとなります。 

 

戦略分野 基本施策 KPI 
達成状況の評価 

A B+ B C － 

戦略分野Ⅰ 

「地域経済

の活性化を

通じた持続

性ある雇用

基盤の確立」 

基本施策① 

既存事業者等の支援を通じた多様な就

労環境の維持・拡大 

2 
1 

(1) 
  

1 

(1) 
 

基本施策② 

交流人口の拡大による地域経済の活性化 
2 

2 

(1) 

0 

(1) 
 

 

 
 

基本施策③ 

新たな就労機会の創造・提供 
3 

1 

(1) 
 

 

(1) 

2 

(1) 
 

戦略分野Ⅰ 計 7 
4 

(3) 

0 

(1) 

0 

(1) 

3 

(2) 

0 

(0) 

戦略分野Ⅱ 

「生活の安

心・付加価

値の創出に

よる人口還

流の創造」 

基本施策① 

都心にはないゆとりある環境の創造 
3 

2 

(2) 
  

1 

(1) 

 

 

基本施策② 

市民の「理想のまち」の実現 
3 

2 

(2) 
  

1 

(1) 
 

基本施策③ 

定住候補者の創造と定住のきっかけづくり 
2 

1 

(1) 
 

1 

(1) 
  

戦略分野Ⅱ 計 8 
5 

(5) 

0 

(0) 

1 

(1) 

2 

(2) 

0 

(0) 

戦略分野Ⅲ 

「結婚・出

産・子育て

の応援」 

基本施策① 

仕事と子育てが両立できる環境の構築 
2 

1 

(0) 

1 

(1) 

0 

(1) 
  

基本施策② 

安心して子育てできる環境の構築 
3   

2 

(2) 

1 

(1) 
 

基本施策③ 

結婚支援の充実 
1    

1 

(1) 
 

戦略分野Ⅲ 計 6 
1 

(0) 

1 

(1) 

2 

(3) 

2 

(2) 

0 

(0) 

戦略分野Ⅳ 

「時代にあ

った地域の

創造」 

基本施策① 

持続可能なコミュニティの確立 
2   

1 

(1) 

1 

(1) 
 

基本施策② 

暮らしの質を向上させるまちづくり 
2    

2 

(2) 
 

戦略分野Ⅳ 計 4 
0 

(0) 

0 

(0) 

1 

(1) 

3 

(3) 

0 

(0) 

総計 25 
10 

(8) 

1 

(2) 

4 

(6) 

10 

(9) 

0 

(0) 

  注釈：（）内の数字は，前回（平成 27年度～平成 30年度）の評価 
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【基本施策ごとのＫＰＩ達成状況一覧表】 

戦略

分野 

基本

施策 
指標 基準値 

（目標値増減） 

目標値 

（R1年度） 

（実績値増減） 

実績値 

評 価 

達成率 

（R1） 

評 価 

達成率 

（H30） 

評 価 

達成率 

（H29） 

Ⅰ 

① 

企業の付加

価値額 

 

2,406億円 

（H24） 

（+194億円） 

2,600億円 

 

（△261億円） 

2,145億円 

（H28） 

Ｃ 

△134.5% 

Ｃ 

△134.5% 

Ｃ 

△134.5% 

65歳以上の

就業者数 

［国勢調査］ 

 

6,490人

（H22） 

（+1,510人） 

8,000人 

 

（+1,923人） 

8,413人 

（H27） 

Ａ 

127.4% 

Ａ 

127.4% 

Ａ 

127.4% 

② 

観光入込客数 

［観光客動態調査］ 

 

1,401,514人 

（H26） 

（+98,486人） 

1,500,000人 

 

（+244,539人） 

1,646,053人 

（R1） 

Ａ 

248.3% 

Ａ 

344.7% 

Ａ 

303.1% 

市内主要イベント入込客

数（土浦全国花火競技大

会，土浦きららまつり） 

［観光客動態調査］ 

 

860,000人 

（H26） 

（+40,000人） 

900,000人 

 

（+46,000人） 

906,000人 

（R1） 

Ａ 

115.0% 

B+ 

75.0% 

 

Ｃ 

△37.5% 

 

③ 

産業系立地

を誘導する

区画等の立

地件数 

 

61 /66区画 

（H26） 

（+5区画） 

66区画 

 

（+2区画） 

63区画 

（R1） 

Ｃ 

40.0% 

Ｂ 

60.0% 

Ｃ 

40.0% 

創業比率 

［経済センサス］ 

 

2.03% 

（H21～24） 

（+0.97%） 

3.00% 

 

（+2.80%） 

4.83% 

（H26～28） 

Ａ 

288.7% 

Ａ 

288.7% 

Ａ 

780.4% 

ブランド農産

物認証件数 

（なし） 

－ 

 

（－） 

25件 

 

（－） 

6件 

（R1） 

Ｃ 

24.0% 

Ｃ 

24.0% 

Ｃ 

12.0% 

Ⅱ ① 

市民農園の

利用区画数 

 

228区画 

（H27） 

（+22区画） 

250区画 

 

（△6区画） 

222区画 

（R1） 

Ｃ 

△27.3% 

Ｃ 

18.2% 

Ｃ 

36.4% 

図書館の利

用者数※ 

 

154,295人/年 

（H26） 

（+245,705人/年） 

400,000人/年 

 

（+358,292 人/年） 

512,587人/年 

（R1） 

Ａ 

145.8% 

Ａ 

168.1% 

－ 

－ 

土浦港周辺

の歩行者通

行量 

 

2,178人/日 

(H25) 

（+52人）

2,230人/日 

 

（+618人） 

2,796人/日 

（R1） 

Ａ 

1188.5% 

Ａ 

2363.5% 

Ａ 

1505.8% 
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戦略

分野 

基本

施策 
指標 基準値 

（目標値増減） 

目標値 

（R1年度） 

（実績値増減） 

実績値 

評 価 

達成率 

（R1） 

評 価 

達成率 

（H30） 

評 価 

達成率 

（H29） 

Ⅱ 

② 

公共交通（Ｊ

Ｒ，路線バ

ス）利用者数 

 

27,776人/日 

（H25） 

（+224人） 

28,000人/日 

 

（△1,319人） 

26,457人/日

（R1） 

Ｃ 

△588.8% 

Ｃ 

△294.2% 

Ｃ 

△234.3% 

市内の商業（卸売，小売，

宿泊・飲食サービス）の

売上金額 

［経済センサス］ 

 

4,525億円 

（H24） 

 

（+175億円） 

4,700億円 

 

 

（+1,003億円） 

5,528億円 

（H28） 

 

Ａ 

573.1% 

Ａ 

573.1% 

Ａ 

573.1% 

刑法犯認知

件数※ 

 

2,259件 

（H26） 

（0件以下） 

現状値（2,259件）

以下 

（△789件） 

1,470件 

（R1） 

Ａ 

134.9% 

Ａ 

131.3% 

Ａ 

123.9% 

③ 

まちなか定住促進

事業（住宅関連助

成）利用実績 

 

累計 33件 

（H27.7） 

（+87件） 

累計 120件 

 

（+108件） 

累計 141件 

（R2.3） 

Ａ 

124.1% 

Ａ 

108.0% 

Ｂ+ 

89.7% 

市内就業者におけ

る市内常住者割合 

［国勢調査］ 

 

48.7% 

（H22） 

（+1.3%） 

50.0% 

 

（+0.79%） 

49.49% 

（H27） 

Ｂ 

60.8% 

Ｂ 

60.8% 

Ｂ 

60.8% 

Ⅲ 

① 

女性就業率 

（25～49 歳就業者／同

総人口）［国勢調査］ 

 

65.4% 

（H22） 

（+4.6%） 

70.0% 

 

（+4.51%） 

69.91% 

（H27） 

Ｂ+ 

98.0% 

Ｂ+ 

98.0% 

Ｂ+ 

98.0% 

「教育･保育事業」，「地

域子ども･子育て支援事

業」における供給不足の

事業 

 

3事業 

［2015つちうら

こどもプラン］ 

（△3事業） 

0事業 

 

 

（△3事業） 

0事業 

（R1） 

 

Ａ 

100% 

Ｂ 

66.7% 

Ｂ 

66.7% 

② 

小地域交流

サロン事業

の実施数 

 

25地区 

（H26） 

（+12地区） 

37地区 

 

（+7地区） 

32地区 

（R1） 

Ｂ 

58.3% 

Ｃ 

33.3% 

Ｃ 

33.3% 

「すくすく

ルーム」の

利用者数 

 

422名/年 

（H26） 

（+478名） 

900名/年 

 

（+168名） 

590名/年 

（R1） 

Ｃ 

35.1% 

Ｂ 

56.1% 

Ｃ 

2.7% 

「赤ちゃん

の駅」設置

数 

 

54か所 

（H26） 

（+26か所） 

80か所 

 

（+15か所） 

69か所 

（R1） 

Ｂ 

57.7% 

Ｂ 

57.7% 

Ｃ 

34.6% 

③ 
婚姻件数 

［茨城県人口動態統計］ 

 

831件 

（H25） 

（+69件） 

900件 

 

（△132件） 

699件 

（H30） 

Ｃ 

△191.3% 

Ｃ 

△87.0% 

Ｃ 

△100.0% 
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戦略

分野 

基本

施策 
指標 基準値 

（目標値増減） 

目標値 

（R1年度） 

（実績値増減） 

実績値 

評 価 

達成率 

（R1） 

評 価 

達成率 

（H30） 

評 価 

達成率 

（H29） 

Ⅳ 

① 

生きがい対応型デイ

サービス事業の年間

利用者数 

 

63,064人 

（H26） 

（+10,336人） 

73,400人 

 

（△1,904人） 

61,160人 

（R1） 

Ｃ 

△18.4% 

Ｃ 

27.9% 

Ｃ 

40.3% 

公園の里親

制度認証団

体数 

 

4団体 

（H27） 

（+11団体） 

15団体 

 

（+7団体） 

11団体 

（R1） 

Ｂ 

63.6% 

Ｂ 

63.6% 

Ｃ 

45.5% 

② 

中心市街地

の居住人口 

 

7,844人 

（H25） 

（+656人） 

8,500人 

 

（△395人） 

7,449人 

（R1.10.1） 

Ｃ 

△60.2% 

Ｃ 

△54.1% 

Ｃ 

△53.0% 

中心市街地

歩行者通行

量 

平日 

25,143人/日 

休日 

27,253人/日 

平均 

26,198人/日 

（H24） 

（+3,302人） 

29,500人/日 

（平均） 

 

（△452人） 

25,746人/日 

（平均） 

（R1） 

Ｃ 

△13.7% 

Ｃ 

46.3% 

Ｃ 

△0.7% 

※「図書館の利用者数」については，評価達成率（H29）は，実績値が平成 29年 11月に開

館した新図書館の 4か月間の利用者数であったのに対し，目標値は年間の利用者数である

ことから，達成率の算出及び評価は行っていません。 

※「刑法犯認知件数」については，目標値が上限値を設定しているものであることから，達

成率は，目標値を 100％とした場合における実績値の目標値からの乖離の度合いにより算

出しています。 

【計算式】 

（1+（目標値：2,259件－実績値：1,470件）/目標値：2,259件）×100≒134.9% 
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（４）第１期土浦市まち・ひと・しごと創生総合戦略の総括 

ア 実施事業数及び事業費 

  第１期土浦市まち・ひと・しごと創生総合戦略の事業の実施状況及び事業費は，次のと

おりとなります。 

 

【事業の実施状況一覧】 

戦略 

分野 

基本 

施策 
取組数 

実施事業数（延べ）※ 
未実施 

の取組

数 H27 H28 H29 H30 R1 
うち 

新規 

うち 

交付金 

活用 

うち 

終了 
計 

Ⅰ 

① 7 7 9 9 9 8 4 1 2 42   

② 13 16 22 19 15 14 11 9 10 86   

③ 8 6 9 8 8 9 6 3 1 40 1 

戦略分野Ⅰ計 28 29 40 36 32 31 21 13 13 168 1 

Ⅱ 

① 10 17 16 16 15 16 6 1 4 80   

② 12 14 14 17 17 18 11 3 5 80   

③ 10 10 11 10 11 12 4 4 1 54 2 

戦略分野Ⅱ計 32 41 41 43 43 46 21 8 10 214 2 

Ⅲ 

① 8 5 8 9 10 11 8 1 0 43 2 

② 10 11 13 13 13 12 3 1 1 62 3 

③ 6 3 3 4 4 4 1 0 0 18   

戦略分野Ⅲ計 24 19 24 26 27 27 12 2 1 123 5 

Ⅳ 
① 9 10 10 11 11 11 3 0 1 53 1 

② 15 15 15 13 10 7 4 0 10 60 1 

戦略分野Ⅳ計 24 25 25 24 21 18 7 0 11 113 2 

総    計 108 114 130 129 123 122 61 23 35 618 10 

 

※土浦市まち・ひと・しごと創生総合戦略策定事業を除く。 

※「取組に対する事業数」については，各戦略分野で重複している事業や戦略分野や同一

の戦略分野でも基本施策ごとに細分化した事業や担当課ごとに細分化した事業がある

ため，延べ数となる。 
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【事業費一覧】 

 

戦略 

分野 

基本 

施策 

決算額（延べ）（千円）※ 

H27 H28 H29 H30 R1 合 計 

Ⅰ 

① 306,565 175,765 152,532 135,265 124,488 894,615 

② 125,823 111,353 297,134 99,489 92,971 726,770 

③ 94,185 133,335 70,626 132,528 89,196 519,870 

戦略分野Ⅰ計 526,573 420,453 520,292 367,282 306,655 2,141,255 

Ⅱ 

① 1,023,572 3,296,036 2,829,074 461,232 267,556 7,877,470 

② 699,640 313,709 311,194 301,826 292,690 1,919,059 

③ 55,199 50,585 37,249 44,440 38,222 225,695 

戦略分野Ⅱ計 1,778,411 3,660,330 3,177,517 807,498 598,468 10,022,224 

Ⅲ 

① 17,375 60,183 91,881 123,663 174,748 467,850 

② 2,279,845 2,223,604 2,149,270 2,099,812 2,059,978 10,812,509 

③ 158 158 192 283 205 996 

戦略分野Ⅲ計 2,297,378 2,283,945 2,241,343 2,223,758 2,234,931 11,281,355 

Ⅳ 
① 82,799 72,320 72,739 82,918 81,845 392,621 

② 2,543,009 5,944,194 2,392,763 2,342,782 333,343 13,556,091 

戦略分野Ⅳ計 2,625,808 6,016,514 2,465,502 2,425,700 415,188 13,948,712 

総    計 7,228,170 12,381,242 8,404,654 5,824,238 3,555,242 37,393,546 

 

※土浦市まち・ひと・しごと創生総合戦略策定事業を除く。 

※「決算額」については，各戦略分野で重複している事業については，それぞれの戦略分

野で計上しているため，延べ数となる。 
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イ 戦略分野ごとの総括 

   第１期土浦市まち・ひと・しごと創生総合戦略の戦略分野ごとの総括は，次のとおり

となります。 

 

【戦略分野Ⅰ】「地域経済の活性化を通じた持続性ある雇用基盤の確立」 

取組数 28 総事業数（延べ） 168 総事業費（延べ） 2,141,255千円 

成果指標 Ａ 1 Ｂ+ － Ｂ － Ｃ － － 1 

ＫＰＩ Ａ 4 Ｂ+ － Ｂ － Ｃ 3 － － 

［成果指標］ 

・雇用力の拡大（維持）を示す指標である「市内民営事業者に就業する従業者数」につい

ては，平成 28年の時点で「Ａ評価」となっています。 

・市内事業者の経済的な成長を示す指標である「就業者一人当たりの市内総生産」につい

ては，出典元の茨城県において推計しなくなったことから，第２期「総合戦略」におい

ては，成果指標を見直しています。 

 

［ＫＰＩ］ 

・7つのＫＰＩのうち 4つが「Ａ評価」となっています。 

・基本施策②「交流人口の拡大による地域経済の活性化」では，観光客＝交流人口の増加

を示す指標である「観光入込客数」及び「市内主要イベント入込客数」が「Ａ評価」と

なっています。 

・一方で，基本施策③「新たな就労機会の創造・提供」では，新たな就労の場としての企

業・事業所の誘致活動成果を示す指標である「産業系立地を誘導する区画等の立地件数」

及び農業の高付加価値化を示す指標である「ブランド農産物認証件数」が「Ｃ評価」と

なっています。 

 

［平成 27年度から令和元年度までの総括］ 

・戦略分野Ⅰについては，水郷筑波サイクリング環境整備事業（地方創生拠点整備事業）

におけるサイクリング拠点施設「りんりんスクエア土浦」等サイクリング環境のハード

整備や本市を代表するイベントである花火大会事業を始めとする観光施策が順調に進

捗したことから，特に基本施策②「交流人口の拡大による地域経済の活性化」において

大きな成果を得ることができました。 

・一方で，基本施策③「新たな就労機会の提供」における企業誘致や農業の高付加価値化

などが課題となります。 
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［計画期間中に新規に開始した事業（21事業）］ 

基本施策①「既存事業者等の支援を通じた多様な就労環境の維持・拡大」 

土浦まちゼミ，ＩＣＴなどを活用した商都復活支援事業，シニアセミナー，介護予防・

生活支援サービス事業 

基本施策②「交流人口の拡大による地域経済の活性化」 

水郷筑波サイクリング環境整備事業（地方創生加速化交付金事業・地方創生拠点整備

交付金事業），中心市街地商店街シャッターアート事業，中心市街地パブリックビュ

ーイング，市庁舎イルミネーション事業，きらら館移転整備事業，花火大会プロモー

ティング事業 

 基本施策③「新たな就労機会の創造・提供」 

わくわく茨城生活実現事業，中心市街地新規出店者育成支援事業，担い手確保及び農

地集積化事業，農産物地域特産化事業，土浦ブランドアッププロジェクト推進事業 

［地方創生関係交付金を活用した事業（13事業）］ 

基本施策①「既存事業者等の支援を通じた多様な就労環境の維持・拡大」 

ＩＣＴなどを活用した商都復活支援事業 

基本施策②「交流人口の拡大による地域経済の活性化」 

水郷筑波サイクリング環境整備事業（地方創生加速化交付金事業・地方創生拠点整備

交付金事業），霞ヶ浦観光にぎわい事業，中心市街地パブリックビューイング，市庁

舎イルミネーション事業，花火大会プロモーティング事業 

 基本施策③「新たな就労機会の創造・提供」 

わくわく茨城生活実現事業，土浦ブランドアッププロジェクト推進事業 

［計画期間中に完了又は終了した事業（13事業）］ 

基本施策①「既存事業者等の支援を通じた多様な就労環境の維持・拡大」 

ＩＣＴなどを活用した商都復活支援事業，プレミアム付商品券事業 

基本施策②「交流人口の拡大による地域経済の活性化」 

水郷筑波サイクリング環境整備事業（地方創生加速化交付金・地方創生拠点整備交付

金事業），そばまつり開催事業，市庁舎イルミネーション事業，きらら館移転整備事

業，花火大会プロモーティング事業 

基本施策③「新たな就労機会の創造・提供」 

農産物地域特産化事業（土浦ブランドアッププロジェクト推進事業に移行） 

［未実施の取組（1取組）］ 

基本施策③「新たな就労機会の創造・提供」 

テレワークを活用した雇用機会の創出支援の検討 
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【戦略分野Ⅱ】「生活の安心・付加価値の創出による人口還流の創造」 

取組数 32 総事業数（延べ） 214 総事業費（延べ） 10,022,224千円 

成果指標 Ａ － Ｂ+ － Ｂ 1 Ｃ － － － 

ＫＰＩ Ａ 5 Ｂ+ － Ｂ 1 Ｃ 2 － － 

［成果指標］ 

・転入増加・転出抑制を示す指標である「社会移動数（純移動数）」については，順調に

回復傾向を示しており，平成 30年には転入超過に転じたものの，令和元年度は再び転

出が超過し，「Ｂ評価」となりました。 

 

［ＫＰＩ］ 

・8つのＫＰＩのうち 5つが「Ａ評価」となっています。 

・基本施策①「都心にはないゆとりある環境の創造」では，「ゆとり」あるまちづくりの

成果を示す指標である「図書館の利用者数」及び「土浦港周辺の歩行者通行量」が「Ａ

評価」となっています。 

・基本施策②「市民の「理想のまち」の実現」では，生活利便性の充実度を示す指標であ

る「市内の商業の売上金額」及び治安向上の成果を示す指標である「刑法犯認知件数」

が「Ａ評価」となっています。 

・基本施策③「定住候補者の創造と定住のきっかけづくり」では定住のきっかけとしての

支援策展開の成果を示す指標である「まちなか定住促進事業利用実績が「Ａ評価」とな

っています。 

・一方で，基本施策②「市民の「理想のまち」の実現」における生活行動の充実度を示す

指標である「公共交通利用者数」は，毎年度減少しており，「Ｃ評価」となっています。 

 

［平成 27年度から令和元年度までの総括］ 

・戦略分野Ⅱについては，水郷筑波サイクリング環境整備事業（地方創生推進交付金事業）

における「つくば霞ヶ浦りんりんロード」を生かした新たなサイクリング周遊観光事業

や土浦駅前北地区市街地再開発事業における図書館・ギャラリー等の整備による集客の

効果，また，防犯灯設置補助などの治安対策の充実により，基本施策①の「ゆとり」あ

るまちづくりや基本施策②の市民の「安心・安全」の提供については，大きな成果を得

られました。 

・一方で，成果指標である「純移動数」は転出超過に転じたこと，また，ＫＰＩのうち「公

共交通利用者数」はＪＲ常磐線の品川駅までの延伸を実現した一方で，公共バス路線の

減少による利用者の大幅な減により，全体では減少を続けていることから，本市への定

住促進については，大きな課題があります。 
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［計画期間中に新規に開始した事業（21事業）］ 

基本施策①「都心にはないゆとりある環境の創造」 

水郷筑波サイクリング環境整備事業（地方創生加速化交付金事業・地方創生推進交付

金事業），土浦港周辺広域交流拠点整備事業，土浦港周辺広域交流拠点民間事業者誘

導事業，都心部回遊ネットワーク整備事業（歴史の小径），公共サイン整備事業 

 基本施策②「市民の「理想のまち」の実現」 

地域公共交通の総合的な確保・維持・改善策の立案（デマンド型交通のあり方調査事

業，地域公共交通網形成計画策定調査事業），地域公共交通確保維持改善事業，自転

車交通ネットワーク整備（水郷筑波サイクリング環境整備事業（地方創生推進交付金

事業））【再掲】，中心市街地新規出店者育成支援事業【再掲】，空家の適正管理（空家

等調査関連事業，空家等予防対策事業，空家等解消対策事業，土浦市空家等対策協議

会の運営），第２次健康つちうら２１推進事業，第３次健康つちうら２１策定事業 

 基本施策③「定住候補者の創造と定住のきっかけづくり」 

田んぼアート事業，土浦ブランドアッププロジェクト推進事業【再掲】，移住定住促

進事業，わくわく茨城生活実現事業【再掲】 

［地方創生関係交付金を活用した事業（8事業）］ 

基本施策①「都心にはないゆとりある環境の創造」 

水郷筑波サイクリング環境整備事業（地方創生加速化交付金事業・地方創生推進交付

金事業） 

 基本施策②「市民の「理想のまち」の実現」 

自転車交通ネットワーク整備（水郷筑波サイクリング環境整備事業（地方創生推進交

付金事業））【再掲】，プレミアム付商品券事業補助金【再掲】，防犯対策事業（防犯灯

設置等補助） 

 基本施策③「定住候補者の創造と定住のきっかけづくり」 

土浦ブランドアッププロジェクト推進事業【再掲】シティプロモーション推進事業，

移住定住促進事業，わくわく茨城生活実現事業【再掲】 

［計画期間中に完了又は終了した事業（10事業）］ 

基本施策①「都心にはないゆとりある環境の創造」 

都心部回遊ネットワーク整備事業（歴史の小径），土浦駅前北地区市街地再開発事業

（新図書館整備事業，美術品展示室整備事業），市民演劇オペラ開催事業 

基本施策②「市民の「理想のまち」の実現」 

地域公共交通の総合的な確保・維持・改善策の立案（デマンド型交通のあり方調査事

業，地域公共交通網形成計画策定調査事業），プレミアム付商品券事業【再掲】，第２

次健康つちうら２１推進事業，第３次健康つちうら２１策定事業 

基本施策③「定住候補者の創造と定住のきっかけづくり」 

田んぼアート事業 

［未実施の取組（2取組）］ 

基本施策③「定住候補者の創造と定住のきっかけづくり」 

事業者連携によるしごと体験会，Ｕターン促進型奨学金制度の検討 
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【戦略分野Ⅲ】「結婚・出産・子育ての応援」 

取組数 24 総事業数（延べ） 123 総事業費（延べ） 11,281,355千円 

成果指標 Ａ － Ｂ+ 2 Ｂ － Ｃ － － － 

ＫＰＩ Ａ 1 Ｂ+ 1 Ｂ 2 Ｃ 2 － － 

［成果指標］ 

・安心して出産・子育てができる環境の構築を示す指標である「合計特殊出生率」につい

ては，基準値より増加したものの，目標値は達成できず，「Ｂ+評価」となりました。 

・人口構造の若返りを示す指標である「年少人口」についても，目標値を達成できず「Ｂ

+評価」となっており，第１期「人口ビジョン」の将来人口展望より少子化は加速化し

ています。 

［ＫＰＩ］ 

・6つのＫＰＩのうち「Ａ評価」及び「Ｂ+評価」のＫＰＩはそれぞれ 1つずつとなって

おり，その他のＫＰＩについては，「Ｂ評価」又は「Ｃ評価」となっています。 

・基本施策①「仕事と子育てが両立できる環境の構築」では，仕事と子育てが両立できる

環境への取組成果を示す代表指標である「女性就業率」が「Ｂ+評価」，安心して仕事が

できるために必要な保育サービスの充実度を示す指標である「「教育・保育事業」，「地

域子ども・子育て支援事業」における供給不足の事業数」が「Ａ評価」となりました。 

・基本施策②「安心して子育てできる環境の構築」では，子どもの遊べる場・親同士の交

流の場の充実度を示す代表指標である「小地域交流サロン事業の実施数」及びまち全体

で子育てしやすい環境の整備状況を示す代表指標である「「赤ちゃんの駅」設置数」が

「Ｂ評価」となったものの，基準値から増加傾向にあります。 

・基本施策③「結婚支援の充実」では，結婚支援の評価を示す指標である「婚姻件数」に

ついては，基準値から大きく件数を落としており,「Ｃ評価」となっています。 

［平成 27年度から令和元年度までの総括］ 

・戦略分野Ⅲについては，「合計特殊出生率」など短期的な改善は難しく，また，本市単

独で成果を生むのは難しい指標もあることから，成果指標・ＫＰＩの達成状況の評価は

低いものとなっています。 

・「年少人口」の減少については，出生数の低下と合わせて，子育て世帯の近隣自治体（つ

くば市，阿見町等）への転出超過も大きな影響があることから，戦略分野Ⅱの定住促進

と合わせて，子育て世帯の転出抑制も本市の大きな課題となります。 

・結婚支援については，個人の価値観もあることから，間接的な支援にとどまらざるを得

えず，未実施の取組も多い現状があります。 

・しかしながら，病後児保育事業を始めとする幼児保育・保育サービスの拡充や子育て世

帯への各種経済的支援の拡充などより，基本施策①の安心して働くことができる環境の

構築や基本施策②の子育てにおける切れ目のない支援・サービスの提供については，

徐々に成果が表れつつあります。 
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［計画期間中に新規に開始した事業（12事業）］ 

基本施策①「仕事と子育てが両立できる環境の構築」 

病後児保育事業，放課後児童クラブ推進事業，公立保育所民間活力導入事業，利用者

負担額見直し事業，多子世帯保育料軽減事業，第 3次土浦市男女共同参画推進計画（後

期基本計画）への取組（ワーク・ライフ・バランス講演会，女性の起業支援セミナー，

女性活躍応援セミナー） 

 基本施策②「安心して子育てできる環境の構築」 

ふれあい・いきいきサロン事業，子育て応援講座事業，子育て世代包括支援センター

事業 

 基本施策③「結婚支援の充実」 

結婚支援事業 

［地方創生関係交付金を活用した事業（2事業）］ 

基本施策①「仕事と子育てが両立できる環境の構築」 

第 3次土浦市男女共同参画推進計画（後期基本計画）への取組（ワーク・ライフ・バ

ランス講演会） 

 基本施策②「安心して子育てできる環境の構築」 

交通安全対策事業（チャイルドシート貸出事業） 

［計画期間中に完了又は終了した事業（1事業）］ 

基本施策②「安心して子育てできる環境の構築」 

子育て応援講座事業 

［未実施の取組（5取組）］ 

基本施策①「仕事と子育てが両立できる環境の構築」 

放課後児童クラブの開所時間延長，テレワークを活用した雇用機会の創出支援の検討 

基本施策③「結婚支援の充実」 

（仮称）3/2成人式（20歳＝成人式の 30歳版）開催検討，婚活応援企業等の募集・

組織化の検討，企業向け婚活支援セミナー開催等の検討 
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【戦略分野Ⅳ】「時代にあった地域の創造」 

取組数 24 総事業数（延べ） 113 総事業費（延べ） 13,948,712千円 

成果指標 Ａ － Ｂ+ － Ｂ － Ｃ 2 － － 

ＫＰＩ Ａ － Ｂ+ － Ｂ 1 Ｃ 3 － － 

［成果指標］ 

・市民の主体的な地域コミュニティへの関わりを示す指標である「町内会（自治会）加入
率」については，県内では，比較的高いものの，年々減少傾向にあり，「Ｃ評価」とな
りました。 

・効率的なまちづくりの進捗を示す指標である「ＤＩＤ地区の人口比率」についても，「Ｃ
評価」となりました。 

［ＫＰＩ］ 

・4つのＫＰＩは，全て「Ｂ評価」又は「Ｃ評価」となっています。 
・基本施策①「持続可能なコミュニティの確立」では，高齢者が生きがいをもって暮らす

ことのできる環境構築の進捗状況を示すとともに，地域（住民）の参画による地域活動
への取組状況を示す代表指標である「生きがい対応型デイサービス事業の年間利用者
数」は，年々減少しており，「Ｃ評価」となりました。 

・基本施策②「暮らしの質を向上させるまちづくり」では，中心市街地の活性化，コンパ
クトシティの実現度を示す代表指標である「中心市街地の居住人口」及び「中心市街地

歩行者通行量」がともに「Ｃ評価」となりました。しかしながら，「中心市街地歩行者
通行量」については，計画期間全体で見た場合，中心市街地のにぎわいの創出について
は回復基調にあります。 

・また，基本施策①「持続可能なコミュニティの確立」では，市民・事業者等の地域コミ
ュニティ・まちづくりへの参加状況を示す指標である「公園の里親制度認証団体数」は，
基準値より増加し，「Ｂ評価」となりました。 

［平成 27年度から令和元年度までの総括］ 

・戦略分野Ⅳについては，本市の人口が減少している中で「地域コミュニティの再生」や
「中心市街地の人口増加」に関する指標など短期的な改善は難しい指標が多く含まれる
ことから，成果指標・ＫＰＩの達成状況の評価は低いものとなっています。 

・地域コミュニティの再生に関しては，町内会（自治会）組織内の高齢化により役員のな
り手がいないなどの問題が顕在化しています。また，町内会（自治会）は自治組織であ
ることからあくまで間接的な支援にとどまるなどの課題があります。 

・今後，継続可能なコミュニティの形成を実現するためには，地域の互助力を強化し，地
域の実情に応じた生活支援の体制を整備していく必要があります。 

・基本施策②の中心市街地の活性化に関しては，土浦駅前北地区市街地再開発事業におけ
る土浦駅前西口広場を始めとするハード整備により，戦略分野Ⅱの「図書館の利用者数」
の増加などを始め，中心市街地のにぎわいの創出に寄与している一方で，本市全体の人
口は減少していること，また，中心市街地への人口の集約には時間を要することから，
中心市街地の人口減少傾向に歯止めはかかっていない状況にあります。しかしながら，
土浦駅周辺地区においては，マンション建設が進んでおり，今後人口増に寄与すること

が期待されます。 
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［計画期間中に新規に開始した事業（7事業）］ 

基本施策①「持続可能なコミュニティの確立」 

土浦市協働のまちづくりファンド（ソフト）事業，ふれあいネットワーク事業（地域

包括ケアシステム推進事業，地域力強化推進事業） 

 基本施策②「暮らしの質を向上させるまちづくり」 

土浦駅前西口周辺地区市街地総合再生事業，立地適正化計画策定事業，公共施設等総

合管理計画策定事業，市立幼稚園適正配置事業 

［地方創生関係交付金を活用した事業］ 

なし。 

［計画期間中に完了又は終了した事業（11事業）］ 

基本施策①「持続可能なコミュニティの確立」 

ふれあいネットワーク事業（地域包括ケアシステム推進事業）（地域力強化推進事業

に移行） 

 基本施策②「暮らしの質を向上させるまちづくり」 

土浦駅前北地区市街地再開発事業【再掲】，土浦駅西口広場整備事業，土浦駅北通り

線整備事業，土浦駅西口ペデストリアンデッキ整備事業，土浦駅前西口周辺地区市街

地総合再生事業，立地適正化計画策定事業，神立駅舎橋上化整備事業，神立駅自由通

路整備事業，神立停車場線街路事業，公共施設等総合管理計画策定事業 

［未実施の取組（2取組）］ 

基本施策①「持続可能なコミュニティの確立」 

大学等との連携事業 

基本施策②「暮らしの質を向上させるまちづくり」 

定住自立圏構想の検討 
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 （５）各戦略分野の実施状況 

ア 戦略分野Ⅰ「地域経済の活性化を通じた持続性ある雇用基盤の確立」 

【成果指標】再掲 

成果指標 基準値 
（目標値増減） 

目標値 

（実績値増減） 

実績値 

評 価 

達成率 

(R1) 

評 価 

達成率 

（H30） 

評 価 

達成率 

（H29） 

市内民営事業所に就

業する従業者数※ 

（経済センサス活動調査） 

 

72,782人 

（H24） 

（△782人以内） 

72,000人 

 

（＋2,770人） 

75,552人 

（H28） 

Ａ 

104.9% 

Ａ 

104.9% 

Ａ 

104.9% 

就業者一人当たり

市内総生産※ 

（茨城県市町村民経済計算） 

 

950万円 

（H24 当時の数値） 

（＋50万円） 

1,000万円 

 

  

  

※「市内民営事業所に就業する従業者数（経済センサス活動調査）」については，目標値

が下限値を設定しているものであることから，達成率は，目標値を 100％とした場合に

おける実績値の目標値からの乖離の度合いにより算出しています。 

【計算式】 

（1+（実績値：75,552人－目標値：72,000人）/目標値：72,000人）×100≒104.9% 

※「就業者一人当たり市内総生産（茨城県市町村民経済計算）」については，「茨城県市町

村民経済計算」が国の推計方法に準拠して推計した「茨城県県民経済計算」を各種の統

計数値による按分方式で市町村別に推計したものであり，推計方法等の見直し及び県民

経済計算の遡及改定を反映させるため，既報の計数についても遡及して改定すること及

び「就業者一人当たり市内総生産」については，平成 27 年度から茨城県において推計

しなくなったことを受け，達成率の算出及び評価はしないこととします。 

■基本施策①  既存事業者等の支援を通じた多様な就労環境の維持・拡大 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】再掲 

指標 基準値 

（目標値増減） 

目標値 

（R1年度） 

（実績値増減） 

実績値 

評 価 

達成率 

（R1） 

評 価 

達成率 

（H30） 

評 価 

達成率 

（H29） 

企業の付加価

値額 

 

2,406億円 

（H24） 

（+194億円） 

2,600億円 

 

（△261億円） 

2,145億円 

（H28） 

Ｃ 

△134.5% 

Ｃ 

△134.5% 

Ｃ 

△134.5% 

65歳以上の就

業者数 

［国勢調査］ 

 

6,490 人

（H22） 

（+1,510人） 

8,000人 

 

（+1,923人） 

8,413人 

（H27） 

Ａ 

127.4% 

Ａ 

127.4% 

Ａ 

127.4% 
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【施策方針並びに主な事業の成果，課題及び今後の方針】 

■地域産業の成長を通じた雇用力の拡大 

［実施事業］土浦まちゼミ，自治振興金融保証料補給金交付事業，自治金融制度利子補

給金交付事業，各種経営支援制度等の普及・啓発，土浦商工会議所事業，

土浦市新治商工会事業，ＩＣＴなどを活用した商都復活支援事業 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「自治振興金融保証料補給金などの経営支援制度等の普及・啓発」は，融資を受けた

中小企業者が負担する信用保証料及び利子の補給制度を活用した支援を推進するとと

もに，国・県の各種経営支援制度等についてもパンフレットの設置や商工会議所等への

情報提供により制度の普及・啓発に努めています。 

［課題及び今後の方針］ 

・「自治振興金融保証料補給金などの経営支援制度」については，国の緊急保証制度等

他の融資制度へ利用が分散していますが，商工会議所等と連携しながら，保証料や利子

補給のある自治振興金融保証料補給金交付事業や自治金融制度利子補給金交付事業の

優位性のＰＲを図っていきます。 

■地域商業機能の維持・強化による多様な就労機会の提供 

［実施事業］プレミアム付商品券事業，まちづくり活性化バス運行事業 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「まちづくり活性化バス運行事業」については，公共交通不便地域の縮小，中心市街

地の活性化及び公共交通の利用促進を目的として，平成 19 年度からＮＰＯ法人が主体

となって本市の事業補助を受けて実施しており，中心市街地への集客力及び来街機能を

向上させることによる中心市街地の活性化を目指しています。 

［課題及び今後の方針］ 

・「まちづくり活性化バス運行事業」については，市補助金に依存することなく，運賃

収入・広告収入よる事業運営を目指します。 

■生産力の維持・拡大に向けた高齢者の就業促進 

［実施事業］介護予防・生活支援サービス事業，シニアセミナー 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「介護予防・生活支援サービス事業」として，シルバー人材センターの実績を活用し，

当該会員が担い手となる低額費用の家事援助サービスを平成 29年度から開始しました。 

・本市を拠点とした起業を考えている概ね 50 歳以上の者を対象に「シニアセミナー」

を実施することにより，中心市街地の空き店舗等への開業を促進するとともに，新規創

業者の育成を図りました（令和元年度は，新型コロナウイルス感染症拡大の影響により

中止）。 
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［課題及び今後の方針］ 

・「介護予防・生活支援事業」については，平成 30 年 10 月から社協家事援助サービス

を開始し，2 事業所体制となりましたが，利用者とボランティア会員のマッチングが難

しく，大幅な利用者増には至っておらず，サービス事業所への問合せも少ないため，事

業の周知とサービスの担い手の確保が課題です。 

・「シニアセミナー」については，今後も「中心市街地開業支援事業」を活用しながら，

空き店舗への開業を促進するとともに，新規創業者の育成を図ります。 

 
 

■基本施策②  交流人口の拡大による地域経済の活性化 

 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】再掲 

指標 基準値 

（目標値増減） 

目標値 

（R1年度） 

（実績値増減） 

実績値 

評 価 

達成率 

（R1） 

評 価 

達成率 

（H30） 

評 価 

達成率 

（H29） 

観光入込客数 

［観光客動態調査］ 

 

1,401,514人 

（H26） 

（+98,486人） 

1,500,000人 

 

（+244,539人） 

1,646,053人 

（R1） 

Ａ 

248.3% 

Ａ 

344.7% 

Ａ 

303.1% 

市内主要イベント入込客数

（土浦全国花火競技大会，土

浦きららまつり） 

［観光客動態調査］ 

 

860,000 人 

（H26） 

（+40,000人） 

900,000人 

 

（+46,000人） 

906,000人 

（R1） 

Ａ 

115.0% 

Ｂ+ 

75.0% 

 

Ｃ 

△37.5% 

 
 
 

【施策方針並びに主な事業の成果，課題及び今後の方針】 

■個々の観光・歴史・交流資源の魅力向上による交流人口の拡大 

［実施事業］水郷筑波サイクリング環境整備事業（地方創生加速化交付金・地方創生拠

点整備交付金事業），ジオパーク推進事業，霞ヶ浦観光にぎわい事業 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「水郷筑波サイクリング環境整備事業（地方創生拠点整備交付金事業）」では，サイク

リストを始めとした多くの観光客の誘客など交流人口の増加による街なかのにぎわい

を創出し，地域の活性化を図るため，平成 28年度から平成 29年度にかけて，県，本市，

ＪＲ東日本の連携により，サイクリング拠点施設「りんりんスクエア土浦」を設置する

とともに，利用者を拠点からサイクリングコースまで円滑に誘導できるよう，拠点周辺

の路面標示整備等の周辺環境整備を行いました。 

［課題及び今後の方針］ 

・サイクリング拠点整備の効果については，「拠点施設発着の乗り捨て型広域レンタサ

イクル利用者数」の増加など直接的に現われ始めていることから，今後は，魅力ある地

域資源を生かした事業を展開するとともに，サイクリング拠点施設を最大限活用し，沿

線市町村や民間事業者を巻き込んだＰＲや誘客を図っていきます。 
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■各種イベントの継続的な実施による来訪のきっかけづくり 

［実施事業］花火大会事業，土浦カレーフェスティバル，そばまつり開催事業，中心市

街地商店街シャッターアート事業，サウンド蔵つちうらムーンライトコン

サート，まちなか元気市開催事業（ランナーズヴィレッジ），中心市街地

パブリックビューイング，市庁舎イルミネーション事業 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「花火大会」や「土浦カレーフェスティバル」といったイベントの開催により本市へ

の来訪のきっかけをつくるとともに，特に中心市街地にあっては，商業者・農業者・関

係団体等と市民との協働により，各種イベントを開催することにより，中心市街地の活

性化・にぎわいの創出を図りました。 

・うらら広場及び市民ラウンジにて，大型スクリーンとプロジェクターを活用し，「パ

ブリックビューイング」を実施することにより，にぎわい空間を創出し，中心市街地の

活性化を図りました。 

［課題及び今後の方針］ 

・「各種イベント」については，一過性のイベントとならないよう，年間を通して誘客

できる取組を検討する必要があります。 

・「イベントの継続的な実施」には，必要となる自主財源の増加策が課題となります。

また，特に中心市街地の関連イベントについては，商店会や市民団体等が主体となって

事業展開を行えるような体制の構築が必要となります。 

■情報発信機能の強化による認知度向上・来訪誘致 

［実施事業］観光情報発信事業，土浦フィルムコミッション事業，まちなか交流ステー

ション事業，きらら館移転整備事業，花火大会事業（インバウンド戦略），

花火大会プロモーティング事業 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「土浦フィルムコミッション事業」では，映画，ＴＶドラマ，ＣＭなどのロケーショ

ン撮影支援を行い，支援作品やロケ地をフィルムコミッションホームページ，市フェイ

スブック等ＳＮＳを活用し，内外に発信しています。平成 30 年度には，ホームページ

に，ＣＭＳを導入するとともに,スマートフォン対応サイトの構築，市民や来訪者向け

のコンテンツを充実させる等リニューアルしたことにより，アクセス数が増加し，本市

のＰＲ及びイメージアップが図られました（アクセス数：平成 30年度 ＰＣ 12,756件，

令和元年度 ＰＣ 59,718件，スマートフォン 33,686件）。 

［課題及び今後の方針］ 

・「土浦フィルムコミッション事業」では，ロケ地を活用した“ロケツーリズム推進”

を図るため実施されている「ふるさと甲子園～ロケ地とグルメでふるさと対抗！～」に

支援作品を出展し，各種制作会社やメディア等に「ロケのまち土浦」をＰＲし，積極的

なロケ誘致活動を行い，更なる本市のイメージアップ及び地域の活性化を目指します。 
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■効果的・効率的な施策展開のための観光プロデュース組織の確立 

［実施事業］土浦市観光戦略推進会議運営事業 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「土浦市観光戦略推進会議」においては，本市の観光施策の指針となる「第２次土浦

市観光基本計画」の目標の実現に向け，専門部会を設置し，市民が主体となった観光の

まちづくりを推進しました。 

［課題及び今後の方針］ 

・平成 30 年度に策定した「第２次土浦市観光基本計画」では，基本コンセプトを，市

民・事業者・観光関連団体・行政が多彩に連携し，協働で取り組むことによる魅力ある

観光のまちづくりと設定していることから，市民発想の個性的な取組を始め，官民協働

により，「第２次土浦市観光基本計画」に位置付けた観光事業を推進していきます。 

 

 

■基本施策③  新たな就労機会の創造・提供 

 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】再掲 

指標 基準値 

（目標値増減） 

目標値 

（R1年度） 

（実績値増減） 

実績値 

評 価 

達成率 

（R1） 

評 価 

達成率 

（H30） 

評 価 

達成率 

（H29） 

産業系立地を

誘導する区画

等の立地件数 

 

61 /66区画 

（H26） 

（+5区画） 

66区画 

 

（+2区画） 

63区画 

（R1） 

Ｃ 

40.0% 

Ｂ 

60.0% 

Ｃ 

40.0% 

創業比率 

［経済センサス］ 

 

2.03% 

（H21～24） 

（+0.97%） 

3.00% 

 

（+2.80%） 

4.83% 

（H26～28） 

Ａ 

288.7% 

Ａ 

288.7% 

Ａ 

780.4% 

ブランド農産物

認証件数 

（なし） 

－ 

 

（－） 

25件 

 

（－） 

6件 

（R1） 

Ｃ 

24.0% 

Ｃ 

24.0% 

Ｃ 

12.0% 

 

 

【施策方針並びに主な事業の成果，課題及び今後の方針】 

■企業誘致や求人・求職マッチングによる新しい就労機会の提供 

［実施事業］企業誘致事業（企業立地促進奨励金制度），わくわく茨城生活実現事業 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「企業立地促進奨励金制度」については，市内の工業団地内の区画数が少なくなりつ

つある中，平成 27 年 4 月に奨励金の対象範囲を市街化区域や土浦北インターチェンジ

周辺まで拡大し，新規立地企業の積極的な誘致を図りました。 
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［課題及び今後の方針］ 

・市内の工業団地内にある業務系の用地は，全部で 66 区画あり，令和元年度に 1 区画

が返還されたものの，同年 12 月現在で，空き区画は現在おおつ野ヒルズの 3 区画を残

すのみとなっていることから，「企業立地促進奨励金制度」については，奨励金の交付

対象用地の拡大及びＰＲ方法が検討課題となっています。 

■創業・新事業の創出やＩＣＴ技術等の活用を通じた新たな就労機会の創造 

［実施事業］自治振興金融保証料補給金交付事業【再掲】，自治振興金融利子補給金交

付事業【再掲】，各種経営支援制度等の普及・啓発【再掲】，中心市街地新

規出店者育成支援事業 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・中心市街地に開業しようとする者（飲食店開業希望者，シニア世代，女性）を対象に

「起業セミナー」を実施することにより，市民や事業者等の起業機会を創出するととも

に，まちで働く人や活動する人を増やし，中心市街地の活性化を図りました（令和元年

度は，新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止）。 

［課題及び今後の方針］ 

・「中小企業者への融資制度」や「中心市街地新規出店者育成支援」については，今後

も商工会議所や商工会と連携しながら，ＰＲを実施していきます。 

■農業の自立・高付加価値化による雇用力の拡大 

［実施事業］担い手確保及び農地集積化事業，農産物地域特産化事業，土浦ブランドア

ッププロジェクト推進事業 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「土浦ブランドアッププロジェクト推進事業」については，これまで，「土浦ブランド」

として 32 品(（うち農産物に該当するものは，6 件）)を認定するとともに，「土浦ブラ

ンドイメージメニュー」を 37品開発しています。令和元年度は，「土浦ブランドアップ

プロジェクト基本構想」に基づき，都市部在住者対象の野菜の収穫・そば打ち体験会や

都内等のイベントを活用したブランド認定品販売会を通じて，本市の魅力や特産品を広

くＰＲすることで，「土浦ブランド」や本市の特産物の認知度アップにつながりました。

その他，「土浦ブランドイメージメニュー」のＰＲにより，れんこんを始めとした本市

産の農作物の利活用の促進に寄与しました。 

［課題及び今後の方針］ 

・「土浦ブランドアッププロジェクト推進事業」は，平成 30年度で地方創生推進交付金

の活用が終了しています。今後は，多種多様な農作物の振興，水産資源の利活用，付加

価値を持った加工品の開発を推進するとともに,「土浦ブランド」を活用した，農林水

産業を維持・発展させるための新たな手法を検討します。さらに，販売会（土浦の恵み

マーケット）の開催により，本市産農作物の認知度向上を図ります。 
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イ 戦略分野Ⅱ「生活の安心・付加価値の創出による人口還流の創造」 

【成果指標】再掲 

成果指標 基準値 
（目標値増減） 

目標値 

（実績値増減） 

実績値 

評 価 

達成率 

(R1) 

評 価 

達成率 

（H30） 

評 価 

達成率 

（H29） 

社会移動数（純移動数） 

（茨城県常住人口調査） 

 

△285人/年 

（H26） 

（+385人/年） 

+100人/年 

 

（229人/年） 

△56人/年 

（R1） 

Ｂ 

59.5% 

Ａ 

182.1% 

Ｂ 

54.8% 

 

■基本施策①  都心にはないゆとりある環境の創造 

 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】再掲 

指標 基準値 

（目標値増減） 

目標値 

（R1年度） 

（実績値増減） 

実績値 

評 価 

達成率 

（R1） 

評 価 

達成率 

（H30） 

評 価 

達成率 

（H29） 

市民農園の利

用区画数 

 

228 区画 

（H27） 

（+22区画） 

250区画 

 

（△6区画） 

222区画 

（R1） 

Ｃ 

△27.3% 

Ｃ 

18.2% 

Ｃ 

36.4% 

図書館の利用

者数※ 

 

154,295 人/年 

（H26） 

（+245,705 人/年） 

400,000人/年 

 

（+358,292 人/年） 

512,587人/年 

（R1） 

Ａ 

145.8% 

Ａ 

168.1% 

－ 

－ 

土浦港周辺の

歩行者通行量 

 

2,178人/日 

(H25) 

（+52人）

2,230人/日 

 

（+618人） 

2,796人/日 

（R1） 

Ａ 

1188.5% 

Ａ 

2363.5% 

Ａ 

1505.8% 

※「図書館の利用者数」については，前回（平成 27年度～平成 29年度）は，実績値が平
成 29年 11月に開館した新図書館の 4か月間の利用者数であったのに対し，目標値は年
間の利用者数であることから，達成率の算出及び評価は行っていません。 

 
【施策方針並びに主な事業の成果，課題及び今後の方針】 

■健康暮らし・田舎暮らしの創造 

［実施事業］水郷筑波サイクリング環境整備事業（地方創生加速化交付金・地方創生推
進交付金事業），都市と農村の交流事業 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「水郷筑波サイクリング環境整備事業（地方創生推進交付金事業）」では，本市のサイ
クリング環境を効果的に活用することにより，交流人口の拡大と地域の活性化を図るた
め，平成 28年度から県及び周辺自治体と連携して，広域レンタサイクルや遊覧船とサ
イクリングを組み合わせたサイクルーズ等自転車を活用した観光ツアーなどを実施し

ています。また，令和元年度には，本市の自転車施策に関する最上位計画となる「土浦
市自転車のまちづくり構想」を策定しました。 
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［課題及び今後の方針］ 

・令和元年度には，「つくば霞ケ浦りんりんロード」がナショナルサイクルルートに指

定されました。また，りんりんロードを活用した消費拡大策が今後の課題となることか

ら，りんりんロード沿線自治体，関連団体，民間企業と連携し，りんりんロードを効果

的にＰＲします。さらに，市内への回遊性の向上及びサイクリングを通した経済の活性

化を図るため，「自転車のまちづくり構想」に基づき，本市の自転車施策を着実に推進

するとともに，イベント見直しも含め，魅力あるサイクリング事業に取り組みます。 

■「ゆとり」のある快適な都市環境の創出 

［実施事業］かわまちづくり事業，土浦港周辺広域交流拠点整備事業，土浦港周辺広域

交流拠点民間事業者誘導事業，都市公園整備事業，霞ケ浦総合公園整備事

業，歴史的町並み景観形成事業，景観計画誘導事業，都心部回遊ネットワ

ーク整備事業（歴史の小径），公共サイン整備事業 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「かわまちづくり事業」においては，桜川への遊歩道整備，ベンチ設置，距離標設置

などにより，ジョギングやウォーキングなどの利用者が見られるようになり，中心市街

地に近接した憩いの空間，スポーツ・健康づくりの場が形成されました。 

・「都市景観整備事業」においては，平成 28年度に景観重要公共施設（景観重要道路）

の指定，都心部回遊ネットワーク形成基本計画の策定を行いました。平成 30年度は，

老朽・破損した公共サインの一斉調査及び一部修繕や撤去を行っています。 

［課題及び今後の方針］ 

・「かわまちづくり計画」において川口二丁目地区拠点整備として位置付けている土浦

港周辺広域交流拠点については，市が北側の約 1.2haを先行整備しているところです

が，今後は，残されたエリアについて公共と民間の連携により，市民に広く開放すると

ともに，市外からの観光客が訪れる魅力ある空間の形成を目指します。 

・「都市景観整備事業」においては，令和 3年には「土浦市景観計画」の策定から 10年

が経過することから，新たな景観的課題の解決など，現状の検証を「土浦市景観計画」

に反映させていくため，計画の見直しを検討する必要があります。また，公共サイン整

備ガイドラインに基づいた，既存サインの更新について検討を進めていきます。 

■多様な「学び」による心のゆとりづくり 

［実施事業］土浦駅前北地区市街地再開発事業（新図書館整備事業，美術品展示室整備

事業），ギャラリー連携企画，土浦薪能開催事業，市民演劇オペラ開催事

業，重要資料公開推進事業，特別展・企画展事業，教育普及事業 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・平成 29年度の開館以来，「図書館」では快適な読書空間の提供のほか，健康講座や本

に関わるトークライブ等の開催を，「市民ギャラリー」では企画展や収蔵品展等の開催

のほか，個展・グループ展での貸出しを行っています。その結果，利用者数は，平成

30年度・令和元年度とも目標値を達成しています（令和元年度利用者数 図書館：

512,587人（目標値：400,000人），市民ギャラリー：49,174人（目標値：32,000人））。 
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［課題及び今後の方針］ 

・「新図書館」及び「市民ギャラリー」の今後については，現在の利用者数を維持・拡

大していくための取組が重要です。「図書館」では，読書活動支援と併せて市民の様々

な課題解決を支援するサービスを，関係機関や民間企業等と連携を図りながら，展開し

ていきます。また，「市民ギャラリー」では，魅力ある企画展の開催に加えて，より多

くの市民に利用してもらえるようＰＲに努めていくとともに，両施設が連携した事業を

開催することで，新たな来館者を生み出していきます。 

 

 

 

■基本施策②  市民の「理想のまち」の実現 

 
 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】再掲 

指標 基準値 

（目標値増減） 

目標値 

（R1年度） 

（実績値増減） 

実績値 

評 価 

達成率 

（R1） 

評 価 

達成率 

（H30） 

評 価 

達成率 

（H29） 

公共交通（ＪＲ，

路線バス）利用

者数 

 

27,776 人/日 

（H25） 

（+224人） 

28,000人/日 

 

（△1,319人） 

26,457人/日

（R1） 

Ｃ 

△588.8% 

Ｃ 

△294.2% 

Ｃ 

△234.3% 

市内の商業（卸売，小売，宿

泊・飲食サービス）の売上金

額［経済センサス］ 

 

4,525 億円 

（H24） 

（+175億円） 

4,700億円 

 

（+1,003億円） 

5,528億円 

（H28） 

Ａ 

573.1% 

Ａ 

573.1% 

Ａ 

573.1% 

刑法犯認知件

数※ 

 

2,259 件 

（H26） 

（0件以下） 

現状値（2,259 件）

以下 

（△789件） 

1,470件 

（R1） 

Ａ 

134.9% 

Ａ 

131.3% 

Ａ 

123.9% 

※「刑法犯認知件数」については，目標値が上限値を設定しているものであることから，

達成率は，目標値を 100％とした場合における実績値の目標値からの乖離の度合いによ

り算出しています。 

【計算式】 

（1+（目標値：2,259件－実績値：1,470件）/目標値：2,259件）×100≒134.9% 

 
【施策方針並びに主な事業の成果，課題及び今後の方針】 

■地域内のモビリティの向上 

［実施事業］地域公共交通の総合的な確保・維持・改善策の立案（ＪＲ東日本㈱への要

望活動など，デマンド型交通のあり方調査事業，地域公共交通網形成計画

策定調査事業，バス路線維持・活性化事業，広報・ＰＲ事業，協議会運営），

地域公共交通確保維持改善事業，自転車交通ネットワーク整備（水郷筑波

サイクリング環境整備事業（地方創生推進交付金事業））【再掲】 
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［これまでの成果（主なもの）］ 

・「ＪＲ東日本㈱への要望活動」の結果として，平成 27年 3月に常磐線の東京駅・品川

駅への乗入れ，平成 29年 10月に土浦方面からの朝通勤時間帯等の東京駅・品川駅への

乗入れを実現しました。 

・まちづくりとの連携を図りながら，各公共交通が相互に補完し合うネットワークを再

構築し，持続可能な公共交通交通網の形成を推進するため，平成 29年 3月に「地域公

共交通網形成計画」を策定しました。 

［課題及び今後の方針］ 

・「常磐線」については，今後もＪＲ東日本㈱への要望活動，常磐線利用促進に関する

啓発活動などを継続的に実施します。 

・「バス」については，公共交通の利用促進，効率的な公共交通網の形成，持続可能な

公共交通の実現，公共交通不便地域の解消，バス路線の維持，将来的な人口集積地や高

齢者が増加する地域への対応の課題について，「地域公共交通網形成計画」に基づく施

策の推進し，誰もが利用しやすい持続可能な公共交通網の実現を図ります。 

■日常生活の利便性の向上 

［実施事業］中心市街地開業支援事業，プレミアム付商品券補助事業【再掲】，中心市

街地新規出店者育成支援事業【再掲】 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・中心市街地の空き店舗に新たに開業する者に対し家賃などを補助する「中心市街地新

規出店者育成支援制度」については，平成 26年度から運用を開始しており，同年度か

ら令和元年度までで，47件（商業系 33件，オフィス系 14件）の補助を実施しました。 

［課題及び今後の方針］ 

・「中心市街地新規出店者育成支援制度」については，今後も，制度の活用を推進する

ことで，中心市街地における新規開業者の増加や活力とにぎわいのある商店街区の形成

を図るとともに，まちで働く人・活動する人が増えることによるまちなかの魅力向上・

にぎわいの創出に取り組んでいきます。 

■安全な暮らしの実現 

［実施事業］防犯対策事業（防犯灯設置等補助），自転車対策事業，空家の適正管理（空

家等調査関連事業，空家等予防対策事業，空家等解消対策事業，土浦市空

家等対策協議会の運営） 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「防犯灯のＬＥＤ化」については，町内会からの設置及び交換要望も増加し，ＬＥＤ

化率は令和元年度末で 93.9%に達しており，本市が負担している防犯灯電気料の補助金

額も年々減少しています。 

・「空家対策」については，平成 29年 9月施行の「土浦市空家等対策の推進に関する条

例」及び平成 30年 4月策定の「土浦市空家等対策計画」に基づき，弁護士会ほか 4団

体と協定を締結し，当該団体との連携の基，空家の相談会や民生委員への情報提供の呼

びかけなど空家の早期対応に努めるとともに，周辺に悪影響を及ぼすおそれのある空家

等を特定空家等として認定しています。 
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［課題及び今後の方針］ 

・設置及び交換が実施されたＬＥＤ防犯灯については，今後，防犯灯の寿命（器具交換

の目安は 10年程度と想定）に伴い順次，交換又は修繕が必要になり，地域の実情に合

わせて，必要な明るさを確保するためにも，町内会等が維持管理する防犯灯に対しては，

引き続き，支援を継続していく必要性があります。 

・「空家対策」では，特に特定空家等に認定した空家等につき，法に基づく指導勧告を

行うとともに，解体等の行政代執行についても検討を進めていきます。ここで，行政代

執行に要する費用は，所有者が不明である場合など回収が困難な場合が予想されること

から，財産管理制度などを活用して，費用の回収に努めることとなります。 

■地域医療の充実 

［実施事業］公的医療機関運営支援事業，医療体制強化事業，第２次健康つちうら２１

推進事業，第３次健康つちうら２１策定事業 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「公的医療機関運営支援事業」においては，本市内にある公的医療機関である土浦協

同病院に対し，救急医療（小児を含む）・周産期医療・小児医療等に対し特別交付税を

活用した運営補助を実施することで，医療体制の充実を図ることができました。 

・「第３次健康つちうら２１策定事業」では，令和 2年 3月に，「食」と「健康」を一体

的に組み込み，10のテーマで 32の行動目標を掲げ，健康寿命の延伸を目指す「第 3次

健康つちうら２１」（計画年度：令和 2年度～令和 6年度）を策定しました。 

［課題及び今後の方針］ 

・「公的医療機関運営支援事業」については，国の特別交付税制度を活用して実施して

いますが，措置率が当初 10／10であったものが，平成 28年度には 4／10となり本市の

負担が増加しています。 

・「第３次健康つちうら２１」では，市民一人ひとりが自らの健康に関心を持ち，健康

づくりを進めていけるようライフステージ別の行動目標や健康・食育の合言葉を計画に

盛り込んでおり，今後は，市民・地域・行政が一体となって実践できるよう普及・啓発

し，健康づくりを推進します。 
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■基本施策③  定住候補者の創造と定住のきっかけづくり 

 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】再掲 

指標 基準値 

（目標値増減） 

目標値 

（R1年度） 

（実績値増減） 

実績値 

評 価 

達成率 

（R1） 

評 価 

達成率 

（H30） 

評 価 

達成率 

（H29） 

まちなか定住促進

事業（住宅関連助

成）利用実績 

 

累計 33件 

（H27.7） 

（+87件） 

累計 120件 

 

（+108件） 

累計 141件 

（R2.3） 

Ａ 

124.1% 

Ａ 

108.0% 

Ｂ+ 

89.7% 

市内就業者におけ

る市内常住者割合 

［国勢調査］ 

 

48.7% 

（H22） 

（+1.3%） 

50.0% 

 

（+0.79%） 

49.49% 

（H27） 

Ｂ 

60.8% 

Ｂ 

60.8% 

Ｂ 

60.8% 

 
 

【施策方針並びに主な事業の成果，課題及び今後の方針】 

■幅広い「地縁」づくり 

［実施事業］田んぼアート事業，土浦ブランドアッププロジェクト推進事業【再掲】，

シティプロモーション推進事業，移住定住促進事業，土浦市同窓会支援サ

イトの開設 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「シティプロモーション推進事業」では，多くの学生が集う「学びのまち土浦」とい

う特徴的な地域資源を活用し,まちの将来を担う高校生が地域で活躍できるイベント

「学祭 TSUCHIURA2019」を開催するとともに，計画期間満了に伴い，切れ目のない取組

を行うため，「第２期つちうらシティプロモーション戦略プラン」を策定しました。 

・「移住定住促進事業」では，首都圏在住者向け移住フェアを東京シティアイと移住・

交流情報ガーデンで実施したことなどにより，本市のＰＲやイメージアップ及びシビッ

クプライドの醸成を図りました。 

［課題及び今後の方針］ 

・「土浦市」の名称や「霞ケ浦」等の地域資源の認知度は，一定量あることから，今後

は，本市の地域資源の魅力に対する認知度を高めていくため，「第２期つちうらシティ

プロモーション戦略プラン」に基づき，「つちうら」まちのレポータや企業，ＮＰＯ，

住民等地域の担い手と一緒に，全市一丸となった協働によるシティプロモーション活動

に取り組みながら，我がまち土浦の競争力を強化し，数ある地方自治体の中で「存在感

のある，選ばれるまち」を目指します。 

■郷土の歴史・文化を通じた「ふるさと」づくり 

［実施事業］市史編さん事業，郷土教育推進事業（学芸員の出前授業，中学校職場体験

の実施），上高津貝塚ふるさと歴史広場の活用（校外学習，体験講座） 
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［これまでの成果（主なもの）］ 

・「郷土教育推進事業」については，各学校の要望（時期・テーマ）をアンケートで聴

取し，博物館・上高津貝塚・文化生涯学習課学芸員で調整の上，授業に出講しています。

令和元年度は，5校 5件,361人の児童に学区の歴史や民俗，文化財などについての授業

を行いました。 

［課題及び今後の方針］ 

・「郷土教育推進事業」については，「郷土教育」の重要性を各校に伝え，要望校の数を

増加させていくことが重要です。前年度，郷土教育を要望した学校については，翌年度

にも要望していただいている傾向があるので，継続して実施できるよう働きかけていき

ます。また，中学校での需要が少ない状況にありますので，有用性を主張して，中学校

での実施件数を増やしていきます。 

■定住のきっかけづくり 

［実施事業］まちなか定住促進事業（賃貸住宅家賃補助，建替え・購入借入金補助，転

用補助），わくわく茨城生活実現事業【再掲】，住宅リフォーム助成事業 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「まちなか定住促進事業」については，中心市街地の定住促進を図ることを目的に，

市外から中心市街地内に住み替える者に対して，住宅の建替え・購入費用若しくは家賃

の一部又は住宅転用経費を補助するものです。平成 26 年度の制度開始（住宅転用補助

制度については令和元年度から開始）以来，まちなか住宅購入補助の利用件数は累計で

81 世帯（143 人），まちなか賃貸住宅家賃補助の利用件数は累計で 60 世帯（152 人）と

なっており，中心市街地への移住・定住の促進及び人口の集約に寄与しています。 

［課題及び今後の方針］ 

・「まちなか定住促進事業」については，目標値に達することができ，一定の効果が確

認できた一方で，中心市街地内人口については，補助制度新設時から鈍化はしているも

のの減少傾向は進んでいます。また，令和元年度 7月から新設した「まちなか住宅転用

補助」については，実績がないことから，今後も，引き続き，目標値の達成を目指しつ

つ，転用補助の内容見直し等を検討しながら事業管理を行い，活力とにぎわいのある中

心市街地の再生を目指します。 
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ウ 戦略分野Ⅲ「結婚・出産・子育ての応援」 

【成果指標】再掲 

成果指標 基準値 
（目標値増減） 

目標値 

（実績値増減） 

実績値 

評 価 

達成率 

(R1) 

評 価 

達成率 

（H30） 

評 価 

達成率 

（H29） 

合計特殊出生率 

（厚生労働省「人口動態調査」） 

 

1.43 

（H20～H24） 

（+0.07） 

1.50 

 

（+0.05） 

1.48 

（H25～H29） 

Ｂ+ 

71.4% 
－ － 

年少人口※ 

（茨城県「常住人口調査」） 

 

17,690人 

（H27.4.1） 

（△1,590 人以内） 

16,100人 

 

（△2,074人） 

15,616人 

（R2.4.1） 

Ｂ+ 

97.0% 

Ａ 

101.1% 

Ａ 

102.0% 

※「年少人口（茨城県「常住人口調査」）」については，目標値が下限値を設定しているも

のであることから，達成率は，目標値を 100％とした場合における実績値の目標値から

の乖離の度合いにより算出しています。 

【計算式】 

（1-（目標値：16,100人－実績値：15,616人）/目標値：16,100人）×100≒97.0% 

 

 

■基本施策①  仕事と子育てが両立できる環境の構築 

 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】再掲 

指標 基準値 

（目標値増減） 

目標値 

（R1年度） 

（実績値増減） 

実績値 

評 価 

達成率 

（R1） 

評 価 

達成率 

（H30） 

評 価 

達成率 

（H29） 

女性就業率 

（25～49歳就業者／

同総人口）［国勢調査］ 

 

65.4% 

（H22） 

（+4.6%） 

70.0% 

 

（+4.51%） 

69.91% 

（H27） 

Ｂ+ 

98.0% 

Ｂ+ 

98.0% 

Ｂ+ 

98.0% 

「教育･保育事業」，

「地域子ども･子育て

支援事業」における供

給不足の事業 

 

3事業 

［2015つちうら

こどもプラン］ 

（△3事業） 

0事業 

 

 

（△3事業） 

0事業 

（R1） 

 

Ａ 

100% 

Ｂ 

66.7% 

Ｂ 

66.7% 

 

 

【施策方針並びに主な事業の成果，課題及び今後の方針】 

■幼児保育・保育サービスの拡充 

［実施事業］病後児保育事業，土浦市待機児童対策事業，放課後児童クラブ推進事業 
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［これまでの成果（主なもの）］ 

・本市では，平成 28年度から 4月 1日時点での待機児童が発生している状況にありま

す。「病後児保育」については，病後児保育を実施する施設に，「待機児童対策」として

「0歳児保育」については，年度途中の 0歳児受入れのための人件費を施設にそれぞれ

補助しており，病後児保育については平成 29年度から令和元年度までで延べ 6施設，

待機児童対策としては，平成 27年度から令和元年度までで延べ 10施設に補助を行いま

した。 

・「放課後児童クラブ推進事業」では，神立小学校児童クラブについて，待機児童の解

消を図るため，児童クラブ室の増築工事を実施しました。 

［課題及び今後の方針］ 

・「病後児保育事業」については，認知度が低いため，周知を図る必要があります。ま

た，制度上医師の証明が必要なため，手続が面倒な側面もあります。 

・「待機児童対策」については，全国的な保育士不足により，対象の職員の確保が難し

い状況にあります。 

・「放課後児童クラブ推進事業」については，共働き家庭の増加，対象児童の拡大によ

り，一部の児童クラブで待機児童が発生しているため，子育て世代のニーズを踏まえた

児童クラブの整備を進めます。 

■質の高い，利用しやすい保育等サービスの提供 

［実施事業］放課後子供教室推進事業，放課後児童クラブ推進事業【再掲】，公立保育

所民間活力導入事業，利用者負担額見直し事業，多子世帯保育料軽減事業 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「公立保育所民間活力導入事業」については，平成 28年度に新川保育所を，平成 29

年度に竹ノ入保育所を，平成 30年度に都和保育所を，令和元年度に桜川保育所をそれ

ぞれ民間に移管しました。 

・「多子世帯保育料軽減事業」については，国の多子世帯の保育料の軽減事業に県及び

市で上乗せしての軽減を実施しており，年収約 360万円以上，640万円未満の子どもを

2人以上持つ世帯の第 3子以降で 3歳未満児の保育料を無償化（平成 28年度～）し，第

2子で 3歳未満児の保育料を半額（平成 29年度から拡充）し，第 3子以降で 3歳未満児

の所得制限を撤廃（令和元年度から拡充）しました。 

［課題及び今後の方針］ 

・「公立保育所民間活力導入事業」については，有識者会議の提言を受けて，人口減少・

少子高齢化社会を見据えた今後 10年間の公立保育所の民間活力導入等を進めるため策

定した「土浦市公立保育所民間活力導入実施計画」（計画期間：平成 28年度～令和 7年

度）に基づき実施しており，令和 2年度には，後期計画を策定します。また，令和 2年

度は，新生保育所を民間に移管する予定です。 

・「多子世帯保育料軽減事業」については，県の制度に基づき実施しており，今後も，

県との協力・連携を図りながら実施することで，子育て世帯の負担の軽減を図ります。 
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■ワークライフバランスと女性の活躍を促す取り組み 

［実施事業］第 3次土浦市男女共同参画推進計画（後期基本計画）への取組（ワーク・

ライフ・バランス講演会，女性の起業支援セミナー，女性活躍応援セミナ

ー） 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「土浦市男女共同参画推進計画（後期基本計画）への取組」としては，平成 27年度に

ワーク・ライフ・バランス講演会を実施し，仕事と生活の調和に関する啓発活動を行い

ました。また，平成 28年 3月に策定した第 3次土浦市男女共同参画推進計画（後期計

画）では，女性活躍推進法に基づく推進計画も位置付けており，重点目標として女性の

キャリア支援を新たに設定して，平成 27年度から女性の起業セミナーを実施していま

すが，平成 30年度は，これに加え，女性活躍応援セミナーを実施しました（令和元年

度は，新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止）。 

［課題及び今後の方針］ 

・「土浦市男女共同参画推進計画」については，毎年度進行管理を行いながら，令和元

年度には市民意識調査を実施し，それらの結果を踏まえて，令和 2年度に「第 4次土浦

市男女共同参画推進計画」を策定する予定です。また，次期計画においては，後期計画

の中から継続する事業以外にも，社会情勢に応じた事業等を取り入れながら，各種施策

を展開していきます。 

 
 

■基本施策②  安心して子育てできる環境の構築 

 
【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】再掲 

指標 基準値 

（目標値増減） 

目標値 

（R1年度） 

（実績値増減） 

実績値 

評 価 

達成率 

（R1） 

評 価 

達成率 

（H30） 

評 価 

達成率 

（H29） 

小地域交流サ

ロン事業の実

施数 

 

25 地区 

（H26） 

（+12地区） 

37地区 

 

（+7地区） 

32地区 

（R1） 

Ｂ 

58.3% 

Ｃ 

33.3% 

Ｃ 

33.3% 

「すくすくル

ーム」の利用者

数 

 

422 名/年 

（H26） 

（+478名） 

900名/年 

 

（+168名） 

590名/年 

（R1） 

Ｃ 

35.1% 

Ｂ 

56.1% 

Ｃ 

2.7% 

「赤ちゃんの

駅」設置数 

 

54 か所 

（H26） 

（+26か所） 

80か所 

 

（+15か所） 

69か所 

（R1） 

Ｂ 

57.7% 

Ｂ 

57.7% 

Ｃ 

34.6% 

 

【施策方針並びに主な事業の成果，課題及び今後の方針】 

■地域での子育て支援の充実 

［実施事業］ふれあい・いきいきサロン事業，高齢者と子供のふれあい事業 
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［これまでの成果（主なもの）］ 

・「高齢者と子供のふれあい事業」は，高齢者クラブが実施する生活文化の伝承活動な

ど児童等との世代間交流活動を推進する事業で，地域のつながりを重視する意識の高ま

りから，子ども会，保育所，幼稚園，子ども育成会，母親クラブ等の協力を得ることで，

取り組む高齢者クラブは，増加しました（平成 27年度：14団体→現在：22団体）。 

［課題及び今後の方針］ 

・「高齢者と子供のふれあい事業」については，少子化の影響により，地域の子ども会

との連携が困難になった等の理由から事業を継続できないクラブもみられますが，高齢

者と子供の交流活動を通じて，双方の価値観を理解しあえる貴重な機会となることか

ら，今後も地区高齢者クラブ委員会等の中で，積極的に周知啓発し，推進していきます。 

■安心して妊娠・出産・子育てができる環境づくり 

［実施事業］子育て応援講座事業，「つちうらライフサイクルバランス」プラン（男女

共同参画センター事業）の展開（若者交流支援セミナー，父と子の料理教

室，家庭の生活セミナー），子育て世代包括支援センター事業（子育て支

援コンシェルジュ） 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「男女共同参画セミナー」においては，若者の交流支援，家庭の生活セミナー（男性

料理教室）等ライフサイクルに合わせた事業を行い，男女共同参画社会の実現に向けた

啓発を行っており，受講者からは，アンケートにおいて，高い満足度を得ております。 

・「子育て支援コンシェルジュ」については，平成 27年度から設置し，相談に応じて，

必要な情報の提供及び助言を行いました（相談件数 令和元年度：2,887件件） 

［課題及び今後の方針］ 

・男女共同参画推進については，意識の啓発によるところが大きいため，長いスパンで

事業を実施していくことが重要であり，「男女共同参画セミナー」については，市民の

ニーズに合わせた内容・開催時期等を検討して，より多くの人が参加できるセミナーに

していきます。 

・「子育て支援コンシェルジュ」については，出張相談や電話相談を通じて，家庭事情

や育児状況の把握を行い，必要に応じて，情報の提供や相談を行うことで，育児不安を

解消していきます。また，子育てミニ講座を開催し，子育てに関する知識を提供し，子

育て経験の少ない世代の養育能力の向上を図ります。 

■子育てにやさしい都市機能の構築 

［実施事業］「赤ちゃんの駅」の充実，バリアフリー推進事業（バリアフリー推進協議

会の運営） 
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［これまでの成果（主なもの）］ 

・「赤ちゃんの駅」については，表示板を公共施設や店舗等において掲示することで，

保護者に安心感等を与え，子育てに優しいまちづくりの一助としています（「赤ちゃん

の駅」設置数 平成 27年度：55か所，平成 28年度：55か所，平成 29年度：63か所，

平成 30年度・令和元年度：69か所）。 

・「バリアフリー特定事業計画の推進」については，高齢者，障害者等の当事者団体の

代表，学識経験者，公共交通事業者などで構成するバリアフリー推進協議会での協議を

通して，当事者参画とスパイラルアップの考え方を取り入れ，特定事業を推進していま

す。また，本市のバリアフリーへの取組について，広く市民に周知するなど，バリアフ

リーの普及，意識の醸成を図る心のバリアフリー化の推進も継続的に実施しています。 

［課題及び今後の方針］ 

・「赤ちゃんの駅」については，本市の公共施設において設置できる所には，全て設置

しているものの，民間施設の設置数が少ないため，引き続き，民間施設の協力を得て，

設置数を増やしていきます。 

・「バリアフリー特定事業計画の推進」については，各事業者と利用者（高齢者，障害

者等の当事者）の意見調整が課題となり，事業者はそれぞれの予算や計画がある中で特

定事業を実施していることから，特定事業計画の年度計画に沿って事業化することが困

難な状況があります。 

■切れ目のない経済的支援の実施 

［実施事業］既存支援制度の継続運用・改善（児童手当支給事業，不妊治療費助成事業），

まちなか定住促進事業（住宅家賃補助）【再掲】，交通安全対策事業（チャ

イルドシート貸出事業） 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「不妊治療費助成事業」については，体外受精・顕微授精に係る治療費の一部を助成

するもので，平成 23年度から茨城県不妊治療費助成の上乗せ助成として事業を開始し

ました。1回 5万円を上限とし，通算 10回まで受けることができ，助成対象者の出産件

数につきましては，平成 30年度には 85組の夫婦に助成し，うち 21組が出産し，令和

元年度には 77組に助成し，16組の妊娠届があり，9組が出産しています。（R2.8.1現在）。 

・「チャイルドシート貸出事業」については，平成 27年度及び平成 28年度の 2年間で

ベビーシート計 324台を新規購入（更新）したことで，円滑な貸出しを実現することが

できました。 

［課題及び今後の方針］ 

・「不妊治療費助成事業」については，少子化対策の一環として，事業を継続して実施

し，不妊治療を受ける方の経済的な負担の軽減を図ります。 

・「チャイルドシート貸出事業」については，被貸与者の使用状況等によって，チャイ

ルドシートの損傷等（破損・汚損・部品の紛失等を含む。）が異なるため，随時，貸与

可能台数の適切な把握に努めるとともに，計画的な機種転換（更新）を実施する必要が

あります。 
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■基本施策③  結婚支援の充実 

 
 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】再掲 

指標 基準値 

（目標値増減） 

目標値 

（R1年度） 

（実績値増減） 

実績値 

評 価 

達成率 

（R1） 

評 価 

達成率 

（H30） 

評 価 

達成率 

（H29） 

婚姻件数 

［茨城県人口動態統計］ 

 

831 件 

（H25） 

（+69件） 

900件 

 

（△132件） 

699件 

（H30） 

Ｃ 

△191.3% 

Ｃ 

△87.0% 

Ｃ 

△100.0% 

 

【施策方針並びに主な事業の成果，課題及び今後の方針】 

■出会いの場の創出 

［実施事業］未実施各種イベント・いばらき出会いサポートセンターとの連携強化（結

婚支援事業，少子化対策事業運営経費負担金）卒業生同窓会開催支援（土

浦市同窓会支援サイトの開設【再掲】） 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「結婚支援事業」としては，平成 29年度から開始し，同年度は，かすみがうら市と共

催の婚活パーティーを開催しました。平成 30年度は婚活バスツアー及び婚活希望者向

けセミナーをそれぞれ 1回ずつ開催し，令和元年度は市単独で 1回及び近隣市と共催で

2回婚活パーティーを開催しています（婚活パーティー実績：平成 29年度 開催数 2回，

参加者数延べ 60人，成立カップル数 13組，平成 30年度 開催数 2回，参加者数延べ 68

人，成立カップル数 10組，令和元年度 開催数 3回，参加者数延べ 94人，成立カップ

ル数 17組）。 

・「卒業生同窓会開催支援」の一環として，平成 30年 3月に，市のホームページにおい

て，土浦市同窓会支援サイト「つちかい」を開設しました。 

［課題及び今後の方針］ 

・「いばらき出会いサポートセンターとの連携強化」については，セミナー等において

講師の派遣を依頼するなど，事業の開催の都度連携強化を図っていきます。 

・「卒業生同窓会開催支援」については，土浦市同窓会支援サイト「つちかい」の登録

利用者数を拡大する必要があり，このために，サイトの周知方法を検討する必要があり

ます。 

■若者の結婚に係る気運醸成・意識啓発と支援 

［実施事業］県事業との協力・連携（少子化対策事業運営経費負担金【再掲】） 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・県知事が委嘱する「マリッジサポーター」が開催する結婚相談会や婚活パーティーに

対して，本市が後援し，広報誌への掲載等協力・連携を図りました。 
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［課題及び今後の方針］ 

・結婚相談会や婚活パーティー等「マリッジサポーター」が開催する県の事業等につい

て，今後も，協力・連携を図っていきます。 

・「婚活応援企業等の募集・組織化」や「企業向け婚活支援セミナー開催等」について

は，セミナーの開催ができる企業等の選定や商工会議所との連携について今後検討して

いきます。 
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エ 戦略分野Ⅳ「時代にあった地域の創造」 

【成果指標】再掲 

成果指標 基準値 
（目標値増減） 

目標値 

（実績値増減） 

実績値 

評 価 

達成率 

(R1) 

評 価 

達成率 

（H30） 

評 価 

達成率 

（H29） 

町内会（自治会）

加入率 

 

88% 

（H27） 

（+2%） 

90% 

 

（△5.12%） 

82.88% 

（R1） 

Ｃ 

△

256.0% 

Ｃ 

△102.5% 

Ｃ 

0.5% 

ＤＩＤ地区の人口比率 

（国勢調査） 

 

62.4% 

（H22） 

（+2.6%） 

65.0% 

 

（△0.87%） 

61.53% 

（H27） 

Ｃ 

△33.5% 

Ｃ 

△33.5% 

Ｃ 

△33.5% 

 
 

■基本施策①  持続可能なコミュニティの確立 

 
【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】再掲 

指標 基準値 

（目標値増減） 

目標値 

（R1年度） 

（実績値増減） 

実績値 

評 価 

達成率 

（R1） 

評 価 

達成率 

（H30） 

評 価 

達成率 

（H29） 

生きがい対応型デイサ

ービス事業の年間利用

者数 

 

63,064 人 

（H26） 

（+10,336人） 

73,400人 

 

（△1,904人） 

61,160人 

（R1） 

Ｃ 

△18.4% 

Ｃ 

27.9% 

Ｃ 

40.3% 

公園の里親制度

認証団体数 

 

4 団体 

（H27） 

（+11団体） 

15団体 

 

（+7団体） 

11団体 

（R1） 

Ｂ 

63.6% 

Ｂ 

63.6% 

Ｃ 

45.5% 

 

【施策方針並びに主な事業の成果，課題及び今後の方針】 

■市民主体のまちづくりの推進 

［実施事業］防犯対策事業（自主防犯組織結成時活動用具購入補助，青色防犯回転灯設

置費補助，防犯のぼり旗配布），協働のまちづくりファンド事業（ソフト・

ハード），市民と市長のまちかどトーク事業，公園里親制度 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「自主防犯組織」については，令和元年度末現在，171町内会等のうち 168町内会等に

おいて，結成されており，結成率は，98.2％となっています。 

・公園の里親となった団体の環境美化などのボランティア活動を支援するため，平成 24

年度から導入した「公園里親制度」については，令和 2年 3月末時点で 11団体の登録

があります。 
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［課題及び今後の方針］ 

「自主防犯組織結成事業補助金交付事業」は，通例では，当該制度の活用は自主防犯組

織の結成後，1回限りとされているため，以降の防犯用具購入に係る費用については，

支援の方策がない状態であったことから，令和 2年度においては，自主防犯組織の活動

用具等について貸与を行う事業を実施する予定です。 

・「公園里親制度」については，今後もＰＲに努め，本制度を活用し，多くの市民に公

園の里親となっていただくことで，市民主体のまちづくりを推進していきます。 

■持続可能なコミュニティの形成 

［実施事業］生活支援体制整備事業，高齢者移送サービス利用助成事業，生きがい対応

型デイサービス事業，ふれあいネットワーク事業（地域包括ケアシステム

推進事業，地域力強化推進事業） 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「生きがい対応型デイサービス事業」については，平成 13年度から全中学校地区に事

業所の設置を開始し，平成 25年度の六中地区を最後に，全中学校地区での整備が完了

しています。地域の福祉団体がボランティアの協力の基，地域の実情に応じた高齢者の

生きがいづくり，健康増進に資する事業を展開しています。 

［課題及び今後の方針］ 

・「生きがい対応型デイサービス事業」の利用者数については,平成 29年度から若干減

少しています。また，土浦市ふれあいネットワークプランの一般介護予防事業として位

置付けられていることから，より魅力的な事業運営ができるよう，運営団体と連携を図

りながら，事業内容の拡充に努め，引き続き，高齢者の健康増進，生きがいの創出を目

的とした本事業を推進していきます。 

 

 

■基本施策②  暮らしの質を向上させるまちづくり 

 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】再掲 

指標 基準値 

（目標値増減） 

目標値 

（R1年度） 

（実績値増減） 

実績値 

評 価 

達成率 

（R1） 

評 価 

達成率 

（H30） 

評 価 

達成率 

（H29） 

中心市街地の

居住人口 

 

7,844人 

（H25） 

（+656人） 

8,500人 

 

（△395人） 

7,449人 

（R1.10.1） 

Ｃ 

△60.2% 

Ｃ 

△54.1% 

Ｃ 

△53.0% 

中心市街地歩

行者通行量 

平日：25,143 人/日 

休日：27,253 人/日 

平均：26,198 人/日 

（H24） 

（+3,302人） 

29,500人/日 

（平均） 

 

（△452人） 

25,746人/日 

（平均） 

（R1） 

Ｃ 

△13.7% 

Ｃ 

46.3% 

Ｃ 

△0.7% 

 



44 
 

【施策方針並びに主な事業の成果，課題及び今後の方針】 

■中心市街地を核としたコンパクトシティの実現 

［実施事業］中心市街地活性化基本計画管理運営事業，土浦駅前北地区市街地再開発事

業【再掲】，土浦駅西口広場整備事業，土浦駅北通り線整備事業，土浦駅

西口ペデストリアンデッキ整備事業，土浦駅前西口周辺地区市街地総合再

生事業，地域地区等調査事業，立地適正化計画策定事業 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「土浦駅前西口周辺地区市街地総合再生事業」では，再開発区域に隣接する市有地の

民間活力による活用を図るための土地取得者公募，再開発ビル内への公衆トイレの再整

備，西口ペデストリアンデッキへの土浦駅西口総合案内サインの設置等を実施すること

により，駅前にふさわしい効率的な土地利用の推進や公共施設の再整備による駅前の利

便性の向上を図りました。 

［課題及び今後の方針］ 

・「土浦駅前西口周辺地区市街地総合再生事業」では，土浦駅前北地区の市有地につい

て，公募により決定した事業者と平成 30年 5月に売買契約を締結し，土地を売却しま

した。現在，民間事業者による総戸数 89戸のマンションが建設中であり，完成後は，

中心市街地の居住人口の増加に寄与することが期待されます。 

■地域特性に応じた市街地の形成 

［実施事業］神立駅西口地区土地区画整理事業，神立駅橋上化事業，神立駅自由通路整

備事業，神立停車場線街路事業 

［これまでの成果（主なもの）］ 

・「神立駅西口地区土地区画整理事業」については，平成 23年 1月に本市とかすみがう

ら市が一部事務組合を設立し，平成 24年 11月に事業計画の承認を受け，事業を推進し

ています。平成 26年度には，減価買収を完了し，仮換地の指定を行い，地区内の支障

建物等の移転を計画的に進め，平成 29年度から公共施設整備工事を着工しています。 

［課題及び今後の方針］ 

・「神立駅西口地区土地区画整理事業」については，現在，地区内に移転補償未契約の

建物等が残っていることから，今後も，支障建物等の移転を計画的に進めます。また，

2.2haの狭いエリア内で各工種間の調整など，様々な制約の下で工事を行うため，施工

の工程管理が複雑になり，難易度が高い工事となりますが，関係機関と連携を図りなが

ら，事業を推進していきます。 

■都市インフラの維持・管理の適正化 

［実施事業］公共施設等総合管理計画策定事業，市立幼稚園適正配置事業，小学校適正

配置推進事業，小中一貫教育推進事業 
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［これまでの成果（主なもの）］ 

・「市立幼稚園の適正配置」については，平成 28年 5月に策定した「土浦市立幼稚園の

再編計画」に基づき，平成 30年 3月末に土浦第二，都和，大岩田幼稚園の 3園を廃止

し，適正配置を推進しました。 

・「市立小学校の適正配置」については，通常の学級数が 1学年 2学級以上（全学年 12

学級以上）という基準を満たさない 6つの小学校について，平成 25年に策定した土浦

市立小学校適正配置実施計画に基づき，平成 26年 4月に宍塚小学校を土浦小学校に，

平成 30年４月に藤沢，斗利出，山ノ荘小学校を新治学園（旧新治中学校）に，令和 2

年 4月には上大津西小学校を菅谷小学校に統合し，適正配置を推進しました。 

［課題及び今後の方針］ 

・「市立幼稚園の適正配置」については，令和 2年度に新治幼稚園，令和 3年度に土浦

幼稚園を廃止する予定です。 

・「市立小学校の適正配置」については，土浦市立小学校適正配置実施計画において方

向性が保留となっていた上大津地区の小学校について，検討委員会を設置し，協議を進

めています。また，適正規模に満たない菅谷小学校については，施設の許容能力超過が

見込まれる上大津東小学校も含めて，適正配置を進めていきます。 

■新たな経済・生活圏の形成 

［実施事業］なし。 

［これまでの成果（主なもの）］ 

－ 

［課題及び今後の方針］ 

・この施策方針に係る主な取組事例として挙げられる「定住自立圏構想」とは，市町村

の主体的取組として，「中心市」の都市機能と「近隣市町村」の農林水産業，自然環境，

歴史，文化など，それぞれの魅力を活用して，ＮＰＯや企業といった民間の担い手を含

め，相互に役割分担し，連携・協力することにより，地域住民のいのちと暮らしを守る

ため圏域全体で必要な生活機能を確保し，地方圏への人口定住を促進する政策です。平

成 21年 4月から全国展開し，各地で取組が進んでいるところですが，県内においては，

現在県央地域において，水戸市を中心市とした「茨城県央地域定住自立圏」の形成を目

指しています。 

本市においては，現在本市への移住・定住のＰＲをメインとした施策を展開している

ところであり，本市が属する県南地域においては，現在のところこうした動きはありま

せんが，今後広域行政の観点から県南地域が一体となって検討する課題であると考えて

います。 
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６ 地方創生関係交付金事業の実施状況 

（１）地方創生関係交付金とは 

「地方創生関係交付金」とは，国が地方創生を推進するに当たり，自治体の自主的・

主体的な取組で，先導的なものを支援するもので，ＫＰＩの設定とＰＤＣＡサイクル

を組み込み，従来の「縦割り」事業を超えた取組を支援するものです。 

「地方創生関係交付金」は，「地方版総合戦略」の事業推進段階に応じて，様々な支

援メニューが設定されており，その概要は，次のとおりとなります。 

 

 

※内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局ホームページより 

 

 

交付金の区分 支援対象 

地域活性化・地域住民生活等緊急

支援交付金（地方創生先行型）に

係る先駆的事業分（タイプⅠ） 

都道府県及び市区町村が実施する，他の地方公共

団体の参考となる先駆的事業に対し，国が交付金

を交付することにより，地方版総合戦略に関する

優良施策の実施を支援する。 
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交付金の区分 支援対象 

地域活性化・地域住民生活等緊急

支援交付金（地方創生先行型）地

方版総合戦略先行策定分（タイプ

Ⅱ） 

地方版総合戦略を早期に策定した都道府県及び市

区町村に対して国が交付金を交付することによ

り，「地方版総合戦略」に関する先行的な施策の実

施を支援する。 

地方創生加速化交付金 一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき

対策（平成 27年 11月 26日一億総活躍国民会議決

定）を踏まえ，緊急対応として，「地方版総合戦略」

に位置付けられた先駆的な取組の円滑な実施を支

援する。 

地方創生推進交付金 「地方版総合戦略」に位置付けられ，地域再生法

に基づく地域再生計画に認定される地方公共団体

の自主的・主体的な取組で，先導的なものを支援

する。 

地方創生拠点整備交付金 「地方版総合戦略」に基づく自主的・主体的な地

域拠点づくりなどの事業のうち，ローカルアベノ

ミクス，地方への人材還流，小さな拠点形成など

に資する，未来への投資の実現につながる先導的

な施設整備を支援する。 

 

 

（２）本市における地方創生関係交付金の活用状況 

これまで本市では 14事業について，地方創生関係交付金を活用しており，それぞれ

の実施期間，事業名及び交付実績額については，次のとおりとなります。 

 

地方創生先行型（タイプⅠ）：補助率 10/10 

事業実施期間 戦略分野 基本施策 事業名 交付実績額（円） 

平成 27年度   
土浦市まち・ひと・しご

と創生総合戦略策定事業 
6,372,000 

平成 27年度   
シティプロモーション推

進事業 
57,655,405 

平成 27年度   ジオパーク推進事業 2,144,595 

計（３事業） 66,172,000 
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地方創生先行型（タイプⅡ）：補助率 10/10 

事業実施期間 戦略分野 基本施策 事業名 交付実績額（円） 

平成 27年度 戦略分野Ⅰ 基本施策② 
まちなか賑わい創出事業 

（パブリックビューイング） 
5,000,000 

平成 27年度 戦略分野Ⅲ 基本施策② 
子育て支援事業 

（チャイルドシート） 
5,000,000 

計（２事業） 10,000,000 

 

地方創生加速化交付金：補助率 10/10 

事業実施期間 戦略分野 基本施策 事業名 交付実績額（円） 

平成 28年度 戦略分野Ⅰ 基本施策② 
水郷筑波・サイクリングによるまちづ

くりプロジェクト【広域】 
44,909,830 

平成 28年度 戦略分野Ⅰ 基本施策② 
筑波山地域ジオパーク構想を活用し

た地域づくりの連携事業【広域】 
5,000,000 

平成 28年度 戦略分野Ⅰ 基本施策① 
ＩＣＴなどを活用した商

都復活支援事業 
9,029,856 

計（３事業） 58,939,686 

 

地方創生推進交付金：補助率 5/10 

事業実施期間 戦略分野 基本施策 事業名 交付実績額（円） 

平成 28～30年度 戦略分野Ⅰ 

 

基本施策② 

 

花火を活かしたまちづく

り戦略事業（3か年事業） 

H28 2,143,800 

H29 4,807,080 

H30 5,443,200 

計 12,394,080 

平成 28～30年度 戦略分野Ⅰ 基本施策③ 

土浦ブランドアッププロ

ジェクト推進事業（3か

年事業） 

H28 3,330,344 

H29 6,999,992 

H30 6,174,947 

計 16,505,283 

平成 28～令和 2年度 戦略分野Ⅰ 基本施策② 

水郷筑波・サイクリング

によるまちづくりプロジ

ェクト【広域】 

H28  170,640 

H29 2,077,509 

H30 2,599,128 

R1  3,854,068 

R2 

計  8,701,345 

平成 30年度   
第 2のふるさと・いばらきプロ

ジェクト推進事業【広域】 

H30  915,307 

計   915,307 
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地方創生推進交付金：補助率 5/10（続き） 

事業実施期間 戦略分野 基本施策 事業名 交付実績額（円） 

令和元～6年度 戦略分野Ⅱ 基本施策③ 
わくわく茨城生活実現事

業【広域】 

R1      0 

R2  

R3  

R4 

R5 

R6 

計           0 

計（５事業） 38,516,015 

 

地方創生拠点整備交付金：補助率 5/10 

事業実施期間 戦略分野 基本施策 事業名 交付実績額（円） 

平成 28～29年度 戦略分野Ⅰ 基本施策② 
水郷筑波・サイクリングによるまちづ

くりプロジェクト【広域】 

H28   － 

H29 100,063,252 

計（１事業） 100,063,252 

（注１）戦略分野及び基本施策は，土浦市「総合戦略」における位置付けとなります。 

（注２）地方創生先行型（タイプⅠ）は，地方版総合戦略策定に先行して実施している

ため，土浦市「総合戦略」の位置付けはなしとなります。 

（注３）【広域】は，茨城県及び周辺市町村と連携した事業です。また，「第 2のふるさ

と・いばらきプロジェクト推進事業」については，広域連携事業で，茨城県「総

合戦略」の位置付けとなるため，戦略分野及び基本施策は記載していません。 

 

 

【参考】土浦市「総合戦略」の「戦略分野」及び「基本施策」 

戦略分野 基本施策 

戦略分野Ⅰ 

「地域経済の活性化を通じた

持続性ある雇用基盤の確立」 

基本施策① 

既存事業者等の支援を通じた多様な就労環境の維持・拡大 

基本施策② 

交流人口の拡大による地域経済の活性化 

基本施策③ 

新たな就労機会の創造・提供 

戦略分野Ⅱ 

「生活の安心・付加価値の創

出による人口還流の創造」 

基本施策① 

都心にはないゆとりある環境の創造 

基本施策② 

市民の「理想のまち」の実現 

基本施策③ 

定住候補者の創造と定住のきっかけづくり 
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戦略分野 基本施策 

戦略分野Ⅲ 

「結婚・出産・子育ての応援」 

基本施策① 

仕事と子育てが両立できる環境の構築 

基本施策② 

安心して子育てできる環境の構築 

基本施策③ 

結婚支援の充実 

戦略分野Ⅳ 

「時代にあった地域の創造」 

基本施策① 

持続可能なコミュニティの確立 

基本施策② 

暮らしの質を向上させるまちづくり 
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（３）評価の対象と手順 

地方創生関係交付金事業については，実施に当たり重要業績評価指標（ＫＰＩ）を

設定するとともに，その達成度について外部有識者による検証を行い，内閣府に報告

を行うこととされています。本書においては，ＫＰＩの一部が評価年度に達していな

かった，平成 27年度に実施した地方創生先行型（タイプⅡ）事業 1事業及び平成 28

年度に実施した地方創生加速化交付金事業 3事業並びに令和元年度に実施した地方創

生推進交付金事業 2事業及び平成 28・29年度に実施した地方創生拠点整備交付金事業

1事業について検証を行うこととします。 

ＫＰＩ達成率と事業効果区分については，次のとおりとなります。 

ＫＰＩ達成率 事業効果区分 

Ａ  100%以上    → 
① 地方創生に非常に効果的であった（実績値が目標

値を上回ったなど） 

Ｂ+ 70%以上 100%未満→ 
② 地方創生に相当程度効果があった（目標値を相当

程度（7～8割）達成したなど） 

Ｂ  50%以上 70%未満 → 
③ 地方創生に効果があった（目標値を上回ることは

なかったものの，事業開始前よりも改善したなど） 

Ｃ  50%未満     → 
④ 地方創生に効果がなかった（実績値が本事業開始

前より悪化しているなど） 

－ 評価年度に達していないもの 

（注１）達成率については，事業効果区分の分類（内閣府基準）に当たり算出している

ものとなります。 

（注２）Ｃに区分されるものについては，個別の達成状況を踏まえ，③又は④に振り分

けています。 

（注３）同一事業に複数のＫＰＩが設定されている場合は，次の考え方に基づき整理し

ています。 

（例）○全てのＫＰＩの達成率が 100%以上の場合・・・・・・・・①に分類 

○達成率 100%以上のＫＰＩが半数以上の場合・・・・・・・②に分類 

○達成率 100%以上のＫＰＩが 1つ以上半数未満の場合・・・③に分類 

 

 各ＫＰＩの達成率は，（実績値の増（減）分）／（目標値の増（減）分）で算出す

るものとします。ただし，基準値が示されていないものについては，（実績値）／（目

標値）により算出し，目標値が上限値又は下限値を設定しているものについては，

目標値を 100％とした場合における実績値の目標値からの乖離の度合いにより算出

するものとします。 
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目標値の区分 算出式 

目標値以上（以下）にする 
達成率＝（実績値－基準値）÷（目標値－基準値）×100 

達成率＝（実績値）÷（目標値）×100（基準値なし） 

目標値以下にしない 

（目標値が下限値） 

実績値＜目標値の場合（目標未達成） 

達成率＝（1－（（目標値－実績値）÷（目標値））×100 

実績値≧目標値の場合（目標達成） 

達成率＝（1＋（（実績値－目標値）÷（目標値））×100 

 

  【計算例】 

ＫＰＩ 基準値① 
（目標値増減②－①） 

目標値② 

（実績値増減③－①） 

実績値③ 
達成率 

花火大会観覧者数 

（基準値がある） 
750,000人 

（+20,000人） 

770,000人 

（+0人） 

750,000人 

（（③－①）/（②-①）） 

×100＝0%→Ｃ 

講演会来場者数 

（基準値がない） 

（なし） 

－ 

（－） 

360人 

（－） 

380人 

（③ / ②）×100 

＝105.6%→Ａ 

年少人口 

（目標値が下限値を設定） 
17,690人 

（△1,590人以内） 

16,100人 

（△2,074人） 

15,616人 

③＜②（目標値未達成） 

→（1－（（②－③）/②）） 

×100＝97.0%→Ｂ+ 
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（４）各事業のＫＰＩ（重要業績評価指標）の達成状況について 

平成 27年度から令和元年度までにおける地方創生関係交付金事業のＫＰＩ（重要業
績評価指標）の達成状況は，次のとおりとなります。 

交付金の

区分 
事業名 KPI 

達成率 
事業効果 

Ａ B+ Ｂ Ｃ － 

先行型 

（タイプⅠ） 

（H27） 

土浦市まち・ひと・しごと創

生総合戦略策定事業 
－ － － － － － － 

シティプロモーション推進事業 5 5     ① 非常に効果あり 

ジオパーク推進事業 3 2   1  ② 相当程度効果あり 

先行型（タイプⅠ） 計 8 7 0 0 1 0  

先行型 

（タイプⅡ） 

（H27） 

まちなか賑わい創出事業 

（パブリックビューイング） 
1   1   ③ 効果あり 

子育て支援事業 

（チャイルドシート） 
2  1  1  ③ 効果あり 

先行型（タイプⅡ） 計 3 0 1 1 1 0  

加速化 

交付金 

（H28） 

水郷筑波・サイクリングによ

るまちづくりプロジェクト 
4 2 2    ② 相当程度効果あり 

筑波山地域ジオパーク構想を活

用した地域づくりの連携事業 
1 1     ① 非常に効果あり 

ＩＣＴなどを活用した商都

復活支援事業 
4 1   2 1 ③ 効果あり 

加速化交付金 計 9 4 2 0 2 1  

推進交付

金※ 

花火を活かしたまちづくり

戦略事業（H28～H30） 
2 1   1  ② 相当程度効果あり 

土浦ブランドアッププロジ

ェクト推進事業（H28～H30） 
3 2   1  ② 相当程度効果あり 

水郷筑波・サイクリングによるまち

づくりプロジェクト（H28～R2） 
3 2 1    ② 相当程度効果あり 

第２のふるさと・いばらきプ

ロジェクト推進事業（H30）   
3 2 1    ② 相当程度効果あり 

わくわく茨城生活実現事業

（R1～R6） 
4 2   2  ② 相当程度効果あり 

推進交付金 計 15 9 2 0 4 0  

拠点整備

交付金※ 

水郷筑波・サイクリングによるまち

づくりプロジェクト（H28・H29） 
3 2 1   0 ② 相当程度効果あり 

拠点整備交付金 計 3 2 1 0 0 0  

総計 38 22 6 1 8 1  

  ※推進交付金事業及び拠点整備交付金事業については，年度ごとにＫＰＩを設定してい
るため，令和元年度の評価を掲載しています。 
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ア 全事業の評価まとめ 

地方創生関係交付金事業については，事業効果の検証対象事業 13事業のうち 10事業で

「①地方創生に非常に効果的であった」又は「②地方創生に相当程度効果があった」の評

価となっており，約 8割の事業で高い効果を得られたと考えられます。 

 

イ 令和元年度における事業評価まとめ 

  令和元年度における地方創生関係交付金事業の検証結果は，次のとおりとなります。 
 
【数年度目標値の評価に関するもの】 

地方創生先行型（タイプⅡ） 

事業№2 子育て支援事業（チャイルドシート）（H27） 

［令和元年度検証結果］ 

ＫＰＩに数年後目標値として設定していた「年少人口」（本総合戦略戦略分野Ⅲの成

果指標と同じ。）が「Ｂ+評価」となりました。これにより，令和元年度の事業効果区分

については，「③ 地方創生に効果があった」（前回と同じ。）となりました。 

地方創生加速化交付金事業 

事業№1 水郷筑波・サイクリングによるまちづくりプロジェクト【広域】（H28） 

［令和元年度検証結果］ 

ＫＰＩに数年後目標値として設定していた「観光客入込数」（本総合戦略戦略分野Ⅰ

基本施策②のＫＰＩと同じ。）が「Ａ評価」となりました。これにより，令和元年度に

おける事業効果区分については，「② 地方創生に相当程度効果があった」（前回「③ 地

方創生に効果があった」となりました。 

事業№2 筑波山地域ジオパーク構想を活用した地域づくりの連携事業【広域】（H28） 

［令和元年度検証結果］ 

ＫＰＩに数年後目標値として設定していた「見どころ（ジオサイト）データベース整

理」（目標値：平成 29年度 10サイト→令和元年度 22サイト））が「Ａ評価」となりま

した。これにより，令和元年度における事業効果区分については，「① 地方創生に非

常に効果的であった」（前回と同じ。）となりました。 

事業№3 ＩＣＴなどを活用した商都復活支援事業（H28） 

［令和元年度検証結果］ 

ＫＰＩに数年後目標値として設定していた 4つのＫＰＩのうち，「小売業従業者数」

については，出展元統計の廃止により達成率の算出及び評価をしないこととしました。

また，「弁当販売事業者数」については，「Ａ評価」となったことから，令和元年度の事

業効果区分については，「③ 地方創生に効果があった」（前回と同じ。）となりました。 
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【令和元年度目標値の評価に関するもの】 

地方創生推進交付金 

事業№3 水郷筑波・サイクリングによるまちづくりプロジェクト【広域】（H28～R2） 

［令和元年度検証結果］ 

・3つのＫＰＩのうち，自転車利用者に関する 2つのＫＰＩは「Ａ評価」ですが，「つ

くば霞ヶ浦りんりんロード自転車利用者消費金額」が「Ｂ+評価」となったことから，

令和元年度の事業効果区分については，「② 地方創生に相当程度効果があった」（前

回「① 地方創生に非常に効果的であった」）となりました。 

・「つくば霞ケ浦りんりんロード自転車利用者消費金額」が未達成となった理由として

は，消費傾向として宿泊を伴わない利用が多く，消費単価に伸び悩みが見られたため

と考えられることから，サイクリング施策を推進する市町村の拡大に伴う，まちなか

周遊の充実等，地域での消費拡大により，稼げる地域づくりの推進を図っていきます。 

事業№5 わくわく茨城生活実現事業【広域】（R1～R6） 

［令和元年度検証結果］ 

・4つのＫＰＩのうち，移住者数に関する 2つのＫＰＩは「Ｃ評価」，起業に関する 2

つのＫＰＩが「Ａ評価」となったことから，令和元年度の事業効果区分については，「② 

地方創生に相当程度効果があった」（今回が初めて）となりました。 

・本市は，移住支援事業を主に行い，令和元年度は，本市に対する県の移住支援金支

給者割当て数 4人・世帯に対して，該当者がいませんでしたが，引き続き，茨城県を

始め関係機関・団体と連携しながら，積極的な事業ＰＲを進め，本市の定住人口の増

加と地域経済の活性化を図るため，移住及び新規就業者を促進させる取組を進めます。 

地方創生拠点整備交付金事業 

事業№1 水郷筑波・サイクリングによるまちづくりプロジェクト【広域】（H28・H29） 

［令和元年度検証結果］ 

・3つのＫＰＩのうち，自転車利用者に関する 2つのＫＰＩは「Ａ評価」ですが，「つく

ば霞ヶ浦りんりんロード自転車利用者消費金額」が「Ｂ+評価」となったことから，令

和元年度の事業効果区分については，「② 地方創生に相当程度効果があった」（前回「① 

地方創生に非常に効果的であった」）となりました。 

・東京圏からの自転車利用者の来訪状況を把握する指標である「拠点施設発着の乗り捨

て型広域レンタサイクル利用者数」については，平成 30年度及び令和元年度のＫＰＩ

は達成したことから，拠点整備の効果が直接的に現われ始めています。 

・「つくば霞ケ浦りんりんロード自転車利用者消費金額」が未達成となった理由として

は，消費傾向として宿泊を伴わない利用が多く，消費単価に伸び悩みが見られたためと

考えられることから，サイクリング施策を推進する市町村の拡大に伴う，まちなか周遊

の充実等，地域での消費拡大により，稼げる地域づくりの推進を図っていきます。 
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（５）地方創生関係交付金事業の実施状況 

ア 地方創生先行型（タイプⅠ） 

事業№1 土浦市まち・ひと・しごと創生総合戦略策定事業 

［事業の目的等］ 

・本市の持つ豊かで美しい自然と多様な歴史や文化，地理的特性を活かして，安定した
雇用の創出と新たな人の流れの創生による好循環など，地域の活性化に取り組むため，
「土浦市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定する。 

［事業実施期間］ 

 平成 27年 4月～平成 28年 3月 

［事業費（決算額）］ 

 6,372,000円 

［実績］ 

・委託料 6,372,000円 

［事業効果］ － 

［今後の方針］ － 

 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】 

なし。 

 

 

 

事業№2 シティプロモーション推進事業 

［事業の目的等］ 

・本市の持つ様々な魅力に磨きをかけ，効果的に市内外に発信するシティプロモーショ
ン事業を推進することで，オンリーワンのまちづくりを積極的にアピールし，本市のイ
メージアップを図り，転入人口の増加促進及び転出人口を抑制し，定住人口と交流人口
の増加につなげ，将来の安定した人口を確保する。 

［事業実施期間］ 

 平成 27年 4月～平成 28年 3月 

［事業費（決算額）］ 

 62,801,644円 
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［実績］ 

【シティプロモーション推進事業】 16,810,072円 

・シティプロモーション推進のため戦略プランの策定 

・専用ホームページの開設やプロモーション映像・マガジン・パンフレットの作成，広

告掲出，イベント等の実施 

【男女共同参画推進事業】 997,680円 

・ワークライフバランスを推進し，仕事と生活の調和した，子育てしやすいまちづくり

を進めるための啓発活動としての講演会の実施 

【安心・安全で環境にやさしいまちイメージアップ事業】 32,000,000円 

・犯罪を抑止し，環境にやさしく子育て世代等が安心・安全に暮らせる住環境を構築す

るため，地元自治会と協調し，市内全域の防犯灯など防犯設備を環境配慮型設備に更新

するための助成の実施 

【霞ヶ浦観光にぎわい事業】 9,996,892円 

・霞ケ浦周辺のにぎわいを創出し，地域の活性化を図るためのイルミネーション事業へ

の助成の実施 

【市庁舎イルミネーション事業】 2,997,000円 

・中心市街地のにぎわいを創出し，地域の活性化を図るためのイルミネーションの設置 

［事業効果］  

① 地方創生に非常に効果的であった。 

［今後の方針］  

・追加等更に発展させる。 

（理由） 

認知度・好感度の向上，交流人口の増加を図ることにより，定住人口の増加につなげ，

地域の活性化を図っていく。 
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【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】 

指標 基準値 

（目標値増減） 

目標値 

（目標年月） 

（実績値増減） 

実績値

（H28.3） 

達成率 

講演会来場者数 

（なし） 

－ 

 

（－） 

360人 

（H28.3） 

（－） 

380人 

 

Ａ 

105.6% 

イルミネーション入込

客数 

 

51,600人 

（H25） 

（+48,400人） 

100,000人

（H28.3） 

（+95,960人） 

147,560人 

 

Ａ 

198.3% 

土浦駅西口周辺通行者

数（平日） 

 

1,304人 

（H26） 

（+196人） 

1,500人

（H28.3） 

（+250人） 

1,554人 

 

Ａ 

127.6% 

土浦駅西口周辺通行者

数（休日） 

 

766人 

（H26） 

（+34人） 

800人 

（H28.3） 

（+100人） 

866人 

 

Ａ 

294.1% 

刑法犯認知件数 

 

2,643件 

（H26） 

（△133件） 

2,510件

（H28.3） 

（△363件） 

2,280件 

 

Ａ 

272.9% 

 

 

 

事業№3 ジオパーク推進事業 

［事業の目的等］ 

・筑波山・霞ケ浦周辺の「山・川・湖」といった多様な地形と生態系，歴史や文化など
貴重な地域資源を市民とともに整備・保全を図り，日本ジオパークの認定を目指し，ジ

オツアーの開催，ジオガイドの養成など，新たな観光資源として発掘・活用し，地域振
興を図り，観光交流人口の増加，新たな雇用機会の拡大を図る。 

［事業実施期間］ 

 平成 27年 4月～平成 28年 3月 

［事業費（決算額）］ 

 2,248,759円 

［実績］ 

・講演会・研修会開催経費，啓発等 1,301,459円 

・観光ツアー委託・ジオツアー時カヌー借上料 947,300円 
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［事業効果］  

② 地方創生に相当程度効果があった。 

［今後の方針］  

・追加等更に発展させる。 

（理由） 

ジオパークの認定に向けて，加速化交付金等を活用しながら，取組を進めていく。 

 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】（基準値なし） 

指標 目標値（目標年月） 実績値（H28.3） 達成率 

ツアー参加者数 50人（H28.3） 23人 
Ｃ 

46.0% 

講演会参加者数 200人（H28.3） 230人 
Ａ 

115.0% 

ジオガイド養成者数 1人（H28.3） 1人 
Ａ 

100.0% 
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イ 地方創生先行型（タイプⅡ） 

事業№1 まちなか賑わい創出事業（パブリックビューイング） 

［事業の目的等］ 

・中心市街地の活性化は喫緊の課題となっている。本年 9月に市庁舎が中心市街地に移
転することから，これに合わせて庁舎脇の大屋根を設置した広場でイベントを実施する
ことで賑わいを創出し，地域の活性化を図る 

［地方版総合戦略における基本目標と数値目標］ 

 戦略分野Ⅰ 「地域経済の活性化を通じた持続性ある雇用基盤の確立」 

基本施策② 「交流人口の拡大による地域経済の活性化」 

【ＫＰＩ】  観光入込客数：基準値 1,401,514人⇒目標値 1,500,000人（R1） 

       ［茨城県／観光客動態調査］ 

［事業実施期間］ 

 平成 27年 11月～平成 28年 3月 

［事業費（決算額）］ 

 5,376,188円 

［実績］ 

・パブリックビューイング実施経費（プロジェクター等備品購入費，映像権利使用料等） 5,376,186円 

［事業効果］  

③ 地方創生に効果があった。 

［今後の方針］  

・事業の継続 

（理由） 

イベント開催回数が少なかったことから，ＰＲを図りながら継続して事業を実施して

いく。 

 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】（基準値なし） 

指標 目標値（目標年月） 実績値（H28.3） 達成率 

新規事業イベント来場者数 300人（H28.3） 
150人 

（映画 100人・甲子園 50人） 

Ｂ 

50% 
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事業№2 子育て支援事業（チャイルドシート） 

［事業の目的等］ 

・出生率低下の要因として，経済的負担への不安が挙げられることから，保護者へチャ

イルドシートの貸し出しを実施すことで，子育て世代の経済的負担の軽減を図る。 

［地方版総合戦略における基本目標と数値目標］ 

 戦略分野Ⅲ 「結婚・出産・子育ての応援」 

基本施策② 「安心して子育てできる環境の構築」 

【ＫＰＩ】 年少人口：基準値 17,690人⇒目標値 16,100人（R1） 

      ［茨城県「常住人口調査」］ 

［事業実施期間］ 

 平成 27年 10月～平成 28年 3月 

［事業費（決算額）］ 

 5,243,184円 

［実績］ 

・チャイルドシート購入費 5,243,184円 

［事業効果］  

【平成 27年度】③ 地方創生に効果があった。 

【令和元年度】 ③ 地方創生に効果があった。 

［今後の方針］  

・事業の継続 

（理由） 

貸出時期が 4月となったことから，貸出実績はなかったが，引き続き事業を実施して

いく。 

 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】（基準値なし） 

指標 目標値（目標年月） 実績値 達成率 

チャイルドシート 

貸出件数 
25件（H28.3） 

0件（H28.3） 

（納品が 3月のため貸出しできず） 

Ｃ 

0% 

年少人口※ 16,100人以内（R2.3） 
（△2,074人） 

15,616人（R2.4.1） 

Ｂ+ 

97.0% 

※「年少人口」については，目標値が下限値を設定しているものであることから，達成率

は，目標値を 100％とした場合における実績値の目標値からの乖離の度合いにより算出

するものとします。 

【計算式】 

（1-（目標値：16,100人－実績値：15,616人）/目標値：16,100人）×100≒97.0% 
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ウ 地方創生関係交付金事業（加速化交付金） 

事業№1 水郷筑波・サイクリングによるまちづくりプロジェクト（県＋13市町村） 

［事業の目的等］ 

・県と地元の計 14市町村からなる水郷筑波サイクリング環境整備事業推進検討会が，
民間事業者や地域団体の参加を得て，本事業全体をコントロールしながら，初心者から
上級サイクリストまで様々な人を呼び込むとともに，サイクリングコース利用者を市町
村のまちなかに誘導する仕掛けや，そこで消費する仕組みをつくることで，「地域の稼
ぐ力」を向上させる。 

・ＪＲ土浦駅という交通結節点や霞ヶ浦遊覧観光の拠点性を活かし，民間事業者等と連
携を図りながら，サイクリング拠点整備やサイクリングに訪れた方を霞ヶ浦遊覧等の市
内観光へ誘導することで，市内の活性化を図る。 

 

［地方版総合戦略における基本目標と数値目標］ 

 戦略分野Ⅰ 「地域経済の活性化を通じた持続性ある雇用基盤の確立」 

基本施策② 「交流人口の拡大による地域経済の活性化」 

【ＫＰＩ】 観光客入込客数：基準値 1,401,514人⇒目標値 1,500,000人（R1） 

      ［茨城県／観光客動態調査］ 

［事業実施期間］ 

 平成 28年 4月～平成 29年 3月 

 

［事業費（決算額）］ 

 44,909,830円 

 

［実績］ 

・広域レンタサイクル検証事業実行委員会負担金等 537,000円 

・サイクリングステーション整備 2,082,499円 

・広域周遊観光事業 13,827,371円 

・マリーナ事業 25,014,960円 

・自転車専用道路整備事業 3,500,000円 

 

［事業効果］ 

【平成 28年度】③ 地方創生に効果があった。 

【令和元年度】 ② 地方創生に相当程度効果があった。 

［今後の方針］  

・事業の継続（計画どおりに事業を継続する。） 
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（理由） 

・日本一のサイクリング環境の構築に向けて様々な取組を進めており，ＪＲ東日本の動

きや各市町村でのサイクリングの推進，青年会議所等によるサイクリング大会の開催な

ど，地域でのサイクリングの動きは高まっているものの，当地域のサイクリング環境の

認知が広がっておらず，利用者数の大幅な増加には至っていないことから，ターゲット

ごとに戦略的な情報発信が必要である。 

・県と市町村は連携して取組を進めているものの，民間事業者も巻き込み，将来的に継

続してサイクリングの取組を進めていくためには，より強固な組織を立ち上げることが

必要であることから，知事・関係市町村長・民間事業者が参画した「（仮称）水郷筑波サ

イクリング環境整備推進協議会」の設立を準備し，平成 29年度以降の事業深化につなげ

ていく。 

 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】 

指標 

（基準値なし） 

本事業終了時目標値

（H29.3） 

実績値 

（H29.3） 
達成率 

レンタサイクル利用者数 1,000人 744人 
Ｂ+ 

74.4% 

マリーナ入込客数 20,000人 17,469人 
Ｂ+ 

87.3% 

観光帆引船遊覧船利用者数 2,500人 2,800人 
Ａ 

112.0% 

 

指標 

（基準値あり） 
基準値 

（目標値増減） 

数年後目標値 

（R2.3） 

（実績値増減） 

実績値 

（R2.3） 

達成率 

観光客入込数 1,401,514人 
（+98,486人） 

1,500,000人 

（+244,539人） 

1,646,053人 

Ａ 

248.3% 

 

 

 

 

 

 



64 
 

事業№2 筑波山地域ジオパーク構想を活用した地域づくりの連携事業（6市事業） 

［事業の目的等］ 

・筑波山を含む筑波山塊を取り囲む石岡・笠間・つくば・桜川・かすみがうら・土浦の
6市をエリア（筑波山地域）とする筑波山地域ジオパーク構想については，筑波山地域
ジオパーク推進協議会において現在推進しているが，筑波山の入込客数が年々減少傾向
にある，「霞ヶ浦」の検索数が周辺のショッピング・レジャー施設より少ないといった
状況を改善するために，6市が連携して，観光客のニーズ分析に基づいた戦略的なマー
ケティングを進めるとともに，作成した計画に基づいた受入体制や情報発信等の強化，
新たな広域周遊ルートの開発により年間約 900万人いる観光客の周遊性を高め，各市へ
の誘客と滞在時間の改善を図る。 

［地方版総合戦略における基本目標と数値目標］ 

 戦略分野Ⅰ 「地域経済の活性化を通じた持続性ある雇用基盤の確立」 

基本施策② 「交流人口の拡大による地域経済の活性化」 

【ＫＰＩ】 観光客入込客数：基準値 1,401,514人⇒目標値 1,500,000人（R1） 

［茨城県／観光客動態調査］ 

［事業実施期間］ 

 平成 28年 4月～平成 29年 3月 

［事業費（決算額）］ 

 5,000,000円 

［実績］ 

・筑波山地域ジオパーク推進協議会負担金（マーケティング業務委託） 5,000,000円 

［事業効果］  

【平成 28年度】① 地方創生に非常に効果があった。 

【令和元年度】 ① 地方創生に非常に効果があった。 

［今後の方針］  

・事業の継続（計画どおりに事業を継続する。） 

（理由） 

ジオパークについては，平成 28年 9月に国から認定を向けたことから，今後も更なる

取組を進めていく。 
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【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】（基準値なし） 

指標 
本事業終了時目標値

（H29.3） 

実績値 

（H29.3） 

達成率

（H29.3） 

数年後目標値

（R2.3） 

実績値 

（R2.3） 

達成率

（R2.3） 

見どころ（ジオ

サイト）データ

ベース整理 

10サイト 26サイト 
Ａ 

260.0% 
22サイト 26サイト 

Ａ 

260.0% 

 

 

事業№3 ＩＣＴなどを活用した商都復活支援事業 

［事業の目的等］ 

・これまで「都市拠点性」を支えてきた市内既存事業者に対し，商工会議所，銀行，大
学等と共に詳細を検討の上，「土浦市特産品」や「地元特産品」の知名度向上や購入に
係る各種取組を展開することで，生産力の増強や販路拡大などの支援を実施し，その支
援を通じて生み出された原資をもとに，事業者等においては従業者の賃金の引上げを図
るとともに，雇用機会の拡大を図る。 

［地方版総合戦略における基本目標と数値目標］ 

 戦略分野Ⅰ 「地域経済の活性化を通じた持続性ある雇用基盤の確立」 

基本施策① 「既存事業者等の支援を通じ多様な就労環境の維持・拡大」 

【ＫＰＩ】 企業の付加価値額 基準値 2,406億円⇒目標値 2,600億円（R1) 

[経済産業省／経済センサス活動調査] 

［事業実施期間］ 

 平成 28年 4月～平成 29年 3月 

［事業費（決算額）］ 

 9,029,856円 

［実績］ 

・インターネット通販大手等と連携した販路拡大 5,630,967円 

・地元特産品などを活かしたオリジナル弁当等の開発等 3,398,889円 

［事業効果］  

【平成 28年度】③ 地方創生に効果があった。 

【令和元年度】 ③ 地方創生に効果があった。 



66 
 

［今後の方針］  

・事業の継続（計画どおりに事業を継続する。） 

（理由） 

ＩＣＴの活用による商都復活に向けて民間との協働により事業を推進しているが，実

際に収益性向上が見込めないと民間からの積極的な関与を得るのは難しい。ほとんど行

政主導での事業運営となってしまったが，シティプロモーションサイトでのＰＲや市の

大型イベントでのＰＲなどを実施し，市内飲食店のなかに特産物を活用したオリジナル

弁当の販売に協力してくれる店舗なども現れてきており，今後の取組によっては更なる

効果向上を図れる可能性が出てきたことから，事業を継続する。 

 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】（基準値なし） 

指標 
本事業終了時目標値

（H29.3） 

実績値 

（H29.3） 

達成率

（H29.3） 

数年後目標値

（R2.3） 

実績値 

（R2.3） 

達成率

（R2.3） 

小売業従業者数

（商業統計）※ 
7,879人 8,285人 

Ａ 

105.2% 
8,100人 － － 

インターネット

を活用した特産

品等販売額 

5,000千円 8千円 
Ｃ 

0.2% 
15,000千円 0千円 

Ｃ 

0% 

弁当販売事業

者数 

（なし） 

－ 
2事業所 － 1事業所 1事業所 

Ａ 

100% 

自動販売機設

置数 
2台 0台 

Ｃ 

0% 
3台 0台 

Ｃ 

0% 

※「小売業従業者数」については，出展元となる商業統計調査（経済産業省）が経済構造

統計の整備・充実を図るため，廃止され，新たに創設された「経済構造実態調査」に統

合・再編されたことを受け，達成率の算出及び評価はしないこととします。 
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エ 地方創生関係交付金事業（推進交付金） 

事業№1 花火を活かしたまちづくり戦略事業 

［事業の目的等］ 

・本市において最大の観光資源である土浦全国花火競技大会を活かしたまちづくりの方
策について，「花火を活かした観光プロモーション事業計画」を策定し，新たな花火の
魅力やインバウンド戦略を取り込み，まちの活性化を図るとともに，日本一の花火大会
である本大会を世界にアピールし，世界レベルでの知名度の向上を図ることにより，将
来的には本市のブランド力の向上を目指していく。 

［地方版総合戦略における基本目標と数値目標］ 

 戦略分野Ⅰ 「地域経済の活性化を通じた持続性ある雇用基盤の確立」 

基本施策② 「交流人口の拡大による地域経済の活性化」 

【ＫＰＩ】 市内主要イベント入込客数：基準値 860,000人⇒目標値 900,000人（R1） 

［茨城県／観光客動態調査］ 

［事業実施期間］ 

 平成 28年度～平成 30年度 

［事業費（決算額）］ 

 24,788,160円 

［実績］ 

【平成 28年度】 4,287,600円 

・花火を活かした観光プロモーション事業計画策定委託料 4,287,600円 

【平成 29年度】 9,614,160円 

・花火関連書籍の作成 2,987,280円 

・花火グッズ作成費 4,332,960円 

・プロモーションビデオの作成 2,293,920円 

【平成 30年度】 10,886,400円 

・プロジェクションマッピング及びイルミネーションの開催 9,450,000円 

・日本三大花火大会の映像を都内で上映し，共同でＰＲ活動を行う。 1,436,400円 

［事業効果］  

② 地方創生に相当程度効果があった。 

［今後の方針］  

・事業の終了（当初予定通り事業を終了する（または，した。） 

（理由） 

ＫＰＩのうち「花火大会観覧者数」については，大会当日の天候不順等外的要因がＫ

ＰＩの達成・未達成を大きく左右することから，未達成となったが，「観光客動態調査数」

については，達成しており，事業そのものは一定の効果を上げたと考えている。今後に

ついては，既存の事業の中で土浦全国花火競技大会をＰＲしていく。 
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【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】目標値 

指標 
事業開始前 

（基準値） 

（目標値増減） 

平成 28年度 

（目標値増減） 

平成 29年度 

（目標値増減） 

平成 30年度 

花火大会観覧者数 
 

750,000人 

（+10,000人） 

760,000人 

（+20,000人） 

770,000人 

（+50,000 人） 

800,000人 

観光客動態調査数 
 

1,560,000人 

（+20,000人） 

1,580,000人 

（+40,000人） 

1,600,000 人 

（+100,000人） 

1,660,000人 

 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】実績値及び達成率 

指標  
（実績値増減） 

平成 28年度 

（実績値増減） 

平成 29年度 

（実績値増減） 

平成 30年度 

花火大会観覧者数 
 

 

Ｃ 

△500.0% 

Ｃ 

0% 

Ｃ 

0% 

（△50,000人） 

700,000人 

（+0人） 

750,000人 

（+0 人） 

750,000人 

観光客動態調査数 
 

 

Ｃ 

△326.4% 

Ａ 

350.0% 

Ａ 

181.0% 

（△65,270人） 

1,494,730人 

（+140,000人） 

1,700,000人 

（+180,954人） 

1,740,954人 

 

 

事業№2 土浦ブランドアッププロジェクト推進事業 

［事業の目的等］ 

・農作物の南限と北限が交わる温暖な土地柄と山から水辺まで広がる大地の資源を活用

した都市と農村の交流と加工品の開発を進め，地域の農林水産業を活性化することで，

交流人口が増え，まちの賑わいとなり，加工品の販売や交流拠点により地域経済に好循

環をもたらす。 

［地方版総合戦略における基本目標と数値目標］ 

 戦略分野Ⅰ 「地域経済の活性化を通じた持続性ある雇用基盤の確立」 

基本施策③ 「新たな就労機会の創造・提供」 

【ＫＰＩ】 ブランド農産物認証件数：基準値 0件⇒目標値 25件（R1） 

［事業実施期間］ 

 平成 28年度～平成 30年度 
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［事業費（決算額）］ 

 33,010,568円 

［実績］ 

【平成 28年度】 6,660,689円 

・調査研究・基本構想策定 6,000,000円 

・視察・研修 9,340円 

・モデル事業 483,349円 

・会議開催 168,000円 

【平成 29年度】 13,999,984円 

・プロジェクト推進手法の試行・試作等委託 9,818,806円 

・農産物加工品試作 327,220円 

・加工品等自動販売機管理委託 2,073,600円 

・体験プログラムやグリーンツーリズムに対応する既存施設の検討と利活用  

1,554,666円 

・モニターツアーの実施 225,692円 

【平成 30年度】 12,349,895円 

・他市町村と連携した情報発信と販売拠点としてｱｳﾄﾚｯﾄﾓｰﾙに出展 5,939,446円 

・加工品の製造販売展開 3,020,510円（土浦ブランド試作品売上代 205,450円を除く。） 

・加工品等販売賃借料使用料 1,036,800円 

・都市と農村の交流事業 1,753,920円 

・グリーンツーリズム等施設等の整備 599,219円 

［事業効果］  

② 地方創生に相当程度効果があった。 

［今後の方針］  

・事業の継続（計画どおりに事業を継続する。） 

（理由） 

ＫＰＩについては，「都市と農村の交流行事参加人数」は，平成 29年度に「都市と農

村の交流行事」を農作物の植え付けや収穫時期等の農業体験に最適な時期に行い，平成

30年度はさらに事業を拡大した結果，達成となった。また，「開発された加工品等数」に

ついても，平成 29年度に試作品の試験販売・公表を行い，平成 30年度に品数を増やす

ことで，達成した。一方，開設された「農家レストラン」「農家民宿」数については，未

達成に終わっているが，地域の魅力を発信できる販売力のある加工品等が開発できれば，

「農家レストラン」「農家民宿」においてメニューとして提供できると考えている。今後

は，市民や市内料食店事業者への農林蓄水産物加工品（開発メニュー）の活用を促進す

ることで，事業の自走化を目指す。 
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【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】目標値 

指標 
事業開始前 

（基準値） 

（目標値増減） 

平成 28年度 

（目標値増減） 

平成 29年度 

（目標値増減） 

平成 30年度 

都市と農村の交流行

事参加人数 

 

100人 

（+100人） 

200人 

（+300人） 

400人 

（+400人） 

500 人 

開発された加工品等

数 

（なし） 

－ 

（－） 

10品目 

（－） 

20品目 

（－） 

35品目 

開設された「農家レスト

ラン」「農家民宿」数 

（なし） 

－ 
 

（－） 

2戸 

（－） 

4 戸 

 

 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】実績値及び達成率 

指標  
（実績値増減） 

平成 28年度 

（実績値増減） 

平成 29年度 

（実績値増減）

平成 30年度 

都市と農村の交流行

事参加人数 

 

 

Ｃ 

△69.0% 

Ａ 

147.3% 

Ａ 

181.5% 

（△69人） 

31人 

（+442人） 

542人 

（+726人） 

757 人 

開発された加工品等

数 

 

 

Ｃ 

40.0% 

Ｂ 

50.0% 

Ａ 

105.7% 

（－） 

4品目 

（－） 

10品目 

（－） 

37品目 

開設された「農家レスト

ラン」「農家民宿」数 

 

 

 
Ｃ 

0% 

Ｃ 

0% 

 
（－） 

0戸 

（－） 

0 戸 
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事業№3 水郷筑波・サイクリングによるまちづくりプロジェクト（県＋10市町） 

［事業の目的等］ 

・サイクリングと水郷筑波地域の多様な地域資源を結びつけることで，東京圏を中心に
国内外から多くのサイクリストを含む観光客の誘客を図るとともに，訪れた方の地域で
の消費を促進する仕組みを構築することで，地元商店等の売上げ増につなげるなど，活
力が維持され，活性化した地域を目指す。 

・連携市町村としては，県によるサイクリングに係る総合的な情報発信やサイクリング
コース本線の環境整備推進により水郷筑波地域を訪れたサイクリストが，コースから派
生して回遊する仕組みづくりや，地域のリピーターとなって何度も訪れたくなる魅力・
イベントづくりを担うとともに，市町村の地域資源の情報発信や，コースから派生する

案内表示等の整備を行い，県の取組と一体として，地域での消費拡大・活性化を図る。 

［地方版総合戦略における基本目標と数値目標］ 

 戦略分野Ⅰ 「地域経済の活性化を通じた持続性ある雇用基盤の確立」 

基本施策② 「交流人口の拡大による地域経済の活性化」 

【ＫＰＩ】 観光客入込客数：基準値 1,401,514人⇒目標値 1,500,000人（R1） 

［茨城県／観光客動態調査］ 

［事業実施期間］ 

 平成 28年度～令和 2年度 

［事業費（決算額）］ 

 17,403,690円 

［実績］ 

【平成 28年度】 341,280円 

・駅東口サイクルステーションシャッターラッピング 162,000円 

・自動点灯装置 179,280円 

【平成 29年度】 4,156,018円 

・水郷筑波広域レンタサイクル事業負担金 485,000円 

・サイクルーズ事業（サイクリングと霞ヶ浦のクルージングを合わせたツアー） 2,701,178円 

・サイクリングイベント開催費 969,840円 

【平成 30年度】 5,198,256円 

・水郷筑波広域レンタサイクル事業負担金 785,000円 

・（仮称）つくば霞ヶ浦りんりんロード利活用推進協議会負担金 200,000円 

・サイクルーズイベント開催費（サイクルーズ事業を含む。事業収入 150,376円を除く。） 3,510,554円 

・マップ及び 439,182円 

・スマホ用アプリ作成 263,520円 

【令和元年度】 7,708,136円 

・水郷筑波広域レンタサイクル事業負担金 785,000円 

・つくば霞ヶ浦りんりんロード利活用推進協議会負担金 200,000円 

・サイクルーズイベント開催費（サイクルーズ事業を含む。事業収入 118,600円を除く。） 2,480,436円 

・自転車活用推進計画策定 4,242,700円 
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［令和元年度事業効果］  

② 地方創生に相当程度効果があった 

［今後の方針］  

・事業の継続（計画どおりに事業を継続する。） 

（理由） 

・ＫＰＩで設定した「つくば霞ケ浦りんりんロード自転車利用者消費金額」が未達成と

なった理由としては，消費傾向として宿泊を伴わない利用が多く，消費単価に伸び悩み

が見られたためと考えられることから，サイクリング施策を推進する市町村の拡大に伴

う，まちなか周遊の充実等，地域での消費拡大により，稼げる地域づくりの推進を図る

必要がある。 

・ＫＰＩで設定した「つくば霞ケ浦りんりんロード自転車利用者数」，「乗り捨て型広域

レンタサイクル利用者数」については，順調に増加しているところであるが，更なる増

加を図るべく，これまでの取組を着実に推進していくとともに，「つくば霞ヶ浦りんりん

ロード」のナショナルサイクルルート指定を踏まえ，国内有数のサイクリングロードと

して認知度が飛躍的に高まるため，インバウンド誘客の視点に立った，多言語による情

報発信や，インバウンド誘客のニーズに合った受入体制の充実・強化を図っていく。 

・また，全県的なサイクルツーリズム推進に向け，沿線市町村の参画拡大により，地域

の機運を高め，官民一丸となり，更なる情報発信や受入体制の充実・強化を図っていく。 

 

 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】目標値 

指標 
事業開始前 

（基準値） 

（目標値増減） 

平成 28年度 

（目標値増減） 

平成 29年度 

（目標値増減） 

平成 30年度 

（目標値増減） 

令和元年度 

（目標値増減） 

令和 2年度 

つくば霞ケ浦り

んりんロード自

転車利用者数 

 

39,000人 

(+6,400人) 

45,400人 

(+12,800人) 

51,800人 

(+30,147人) 

69,147人 

(+45,574 人) 

84,574 人 

(+61,000人) 

100,000人 

乗り捨て型広域

レンタサイクル

利用者数 

 

155人 

（+645人） 

800人 

（＋1,445人） 

1,600人 

（+4,645人） 

4,800人 

(+6,045 人) 

6,200人 

(+8,345人) 

8,500人 

つくば霞ヶ浦りんり

んロード自転車利用

者消費金額 

 

31,200千円 

（+18,740千円） 

49,940千円 

（+41,320千円） 

72,520千円 

（+107,094千円） 

138,294千円 

（+222,522 千円） 

253,722 千円 

（+268,800 千円） 

300,000千円 
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【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】実績値及び達成率 

指標  
（実績値増減） 

平成 28年度 

（実績値増減） 

平成 29年度 

（実績値増減） 

平成 30年度 

（実績値増減） 

令和元年度 

（実績値増減） 

令和 2年度 

つくば霞ケ浦り

んりんロード自

転車利用者数 

 

 

Ａ 

132.2% 

Ａ 

125.0% 

Ａ 

139.3% 

Ａ 

118.5% 
 

（+8,460人） 

47,460人 

（+16,000人） 

55,000人 

（+42,000人） 

81,000人 

（+54,000 人） 

93,000 人 
 

乗り捨て型広域

レンタサイクル

利用者数 

 

 

Ｂ+ 

91.3% 

Ａ 

103.0% 

Ａ 

125.7% 

Ａ 

121.0% 
 

（+589人） 

744人 

（+1,488人） 

1,643人 

（+5,837人） 

5,992人 

（+7,313 人） 

7,468 人 
 

つくば霞ヶ浦り

んりんロード自

転車利用者消費

金額 

 

 

Ａ 

162.7% 

Ａ 

104.6% 

Ａ 

153.2% 

Ｂ+ 

77.9% 
 

（+30,498千円） 

61,698千円 

（+43,205千円） 

74,405千円 

（+164,025 千円） 

195,225千円 

（+173,315 千円） 

204,515 千円 
 

 

 

 

事業№4 第 2のふるさと・いばらきプロジェクト推進事業（県＋26市町） 

［事業の目的等］ 

 東京圏の住民との交流を活発化し，将来的な移住・二地域居住へとつなげることが，

東京圏に近接する本県の目指す方向であることから，そのためのプラットフォーム「ふ
るさと県民登録制度」について，「いばらき移住・二地域居住推進協議会」を軸にした
県内市町村や民間との更なる連携により，登録者を確保するとともに，当制度を活用し
た市町村移住施策への誘導を図る。また，移住をＰＲするターゲットを従来の“個人”
から “企業”へと広げることにより，社員の多様な働き方を進めようとする企業発地

方移住の促進を図る。さらに，フリーランスＩＴ人材等の移住・二地域居住を支援し，
地元企業とのマッチング等を図ることで，地方でのしごとの創出と人材の確保を同時達
成する仕組みの構築を図る。 

［地方版総合戦略における基本目標と数値目標］ 

〔基本目標〕本県への新しい人の流れをつくる 

〔数値目標〕人口の社会移動数 

現状値：（H22～H26）△20,569人⇒目標値：H27～R1の 5年間における転入転出者数を均衡 

※茨城県まち・ひと・しごと創生「総合戦略」 

［事業実施期間］ 

 平成 28年度～平成 30年度（本市は，平成 30年度のみ） 
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［事業費（決算額）］ 

 1,830,615円 

［実績］ 

【平成 30年度】 1,830,615円 

・移住促進ＰＲ事業 1,830,615円 

［平成 30年度事業効果］  

② 地方創生に相当程度効果があった。 

［今後の方針］  

・事業の継続（計画どおりに事業を継続する。） 

（理由） 

今後も，「シティプロモーションの推進」の中で，移住者の受入れ・地元自治体として，

移住に対する支援や地域での暮らしの情報を積極的に提供し，本市への移住を促進する。 

 

 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】目標値 

指標 
事業開始前 

（基準値） 

（目標値増減） 

平成 28年度 

（目標値増減） 

平成 29年度 

（目標値増減） 

平成 30年度 

ふるさと県民登録者 
 

2,126人 

（+1,374人） 

3,500人 

（+2,124人） 

4,250人 

（+2,874人） 

5,000人 

移住受入体制の構築に

取組む市町村 

 

25市町村 

（+5市町村） 

30市町村 

（+8市町村） 

33市町村 

（+11市町村） 

36市町村 

トライアル移住（社員

移住）実施企業数 

（なし） 

－ 

 

 

（－） 

7社 

（－） 

8 社 
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【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】実績値及び達成率 

指標  
（実績値増減） 

平成 28年度 

（実績値増減） 

平成 29年度 

（実績値増減） 

平成 30年度 

ふるさと県民登録者 
 

 

  
Ｂ+ 

90.3% 

  
（+2,594人） 

4,720人 

移住受入体制の構築に

取組む市町村 

 

 

  
Ａ 

100.0% 

  
（+11市町村） 

36市町村 

トライアル移住（社員

移住）実施企業数 

 

 

  
Ａ 

187.5% 

  
（－） 

15社 

 

 

 

事業№5 わくわく茨城生活実現事業（県＋33市町村） 

［事業の目的等］ 

・移住やＵＩＪターンに伴う経済的負担を軽減するとともに，就職情報の不足によるミ
スマッチの解消を図ることにより，移住・ＵＩＪターン希望者の多様なニーズに応じた
本県への移住及び県内企業への就業の円滑な実現を図ることで，将来にわたって活力あ
る地域社会を維持するとともに，「しごと」が「ひと」を呼び，「ひと」が「しごと」を
呼び込むという本県への新しいひとの流れをつくり，人口の社会増を図る。 

・具体的には，移住やＵＩＪターンに伴う経済的負担を軽減するため，一定の要件を満
たす移住者へ移住支援金を支給するとともに，就職情報の不足によるミスマッチの解消
を図るため，マッチングサイトや求人広告セミナー等によりマッチングを支援する。 

【移住支援金概要】 

＜交付支援金額＞ 
◇単身移住者… 600千円(国費 300千円,県費 150千円,市費 150千円) 
◇世帯移住者…1,000千円(国費 500千円,県費 250千円,市費 250千円) 

＜交付要件＞ 
１及び２又は３の要件を満たす本市への転入者 
１ 東京 23区の在住者又は東京圏（東京都，埼玉県，千葉県及び神奈川県） 

在住で東京 23区への通勤者 
２ 茨城県がマッチング支援の対象とした中小企業等への新規就業者 
３ 茨城県から起業支援金の交付決定を受けた者 
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［地方版総合戦略における基本目標と数値目標］ 

 戦略分野Ⅱ 「生活の安心・付加価値の創出による人口還流の創造」 

基本施策③ 定住候補者の創造と定住のきっかけづくり 

【ＫＰＩ】 社会移動数（純移動数）：基準値△285人／年⇒目標値＋100人／年（R1） 

［茨城県常住人口調査］ 

［事業実施期間］ 

 令和元年度～令和 6年度 

［事業費（決算額）］ 

 0円 

［実績］ 

【令和元年度】 0円 

・移住支援金 0円 

・市町村給付事務経費 0円 

［令和元年度事業効果］  

② 地方創生に相当程度効果があった。 

［今後の方針］  

・事業の継続（計画どおりに事業を継続する。） 

（理由） 

本市は，移住支援事業を主に行い，令和元年度は，本市に対する県の移住支援金支給

者割当て数 4人・世帯に対して，該当者がいなかったが，引き続き，茨城県を始め関係

機関・団体と連携しながら，積極的な事業ＰＲを進め，本市の定住人口の増加と地域経

済の活性化を図るため，移住及び新規就業者を促進させる取組を進める。 
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【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】目標値 

指標 
事業開始前 

（基準値） 

（目標値増減） 

令和元年度 

（目標値増減） 

令和 2年度 

（目標値増減） 

令和 3年度 

（目標値増減） 

令和 4年度 

（目標値増減） 

令和 5年度 

（目標値増減） 

令和 6年度 

本移住支援事

業による移住

就業者数 

（なし） 

－ 

（－） 

78人 

（－） 

156人 

(－) 

234人 

(－) 

312人 

(－) 

1,170人 

(－) 

7,020人 

本移住支援事

業に基づく移

住起業者数 

（なし） 

－ 

（－） 

2 人 

（－） 

4人 

（－） 

6人 

(－) 

8人 

(－) 

10人 

(－) 

12人 

本起業支援事

業に基づく起

業者数 

（なし） 

－ 

（－） 

5 人 

（－） 

10人 

（－） 

15人 

（－） 

20人 

（－） 

25人 

（－） 

30人 

マッチングサイト

に新たに掲載され

た求人数 

（なし） 

－ 

（－） 

200 件 

（－） 

400件 

（－） 

600件 

（－） 

800件 

（－） 

1,000件 

（－） 

1,200件 

 

 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】実績値及び達成率 

指標  
（実績値増減） 

令和元年度 

（実績値増減） 

令和 2年度 

（実績値増減） 

令和 3年度 

（実績値増減） 

令和 4年度 

（実績値増減） 

令和 5年度 

（実績値増減） 

令和 6年度 

本移住支援事

業による移住

就業者数 

 

 

Ｃ 

1.3% 

     

（－） 

1 人 

     

本移住支援事

業に基づく移

住起業者数 

 

 

Ｃ 

0% 

     

（－） 

0 人 

     

本起業支援事

業に基づく起

業者数 

 

 

Ａ 

120.0% 

     

（－） 

6 人 

     

マッチングサイト

に新たに掲載され

た求人数 

 

Ａ 

103.5% 

 
    

（－） 

207 件 
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オ 地方創生関係交付金事業（拠点整備交付金） 

事業№1 水郷筑波・サイクリングによるまちづくりプロジェクト（県＋本市） 

［事業の目的等］ 

・サイクリング愛好家 1,000万人のうち，その半数が首都圏にいると言われていること
から，これらをターゲットに，本県の首都圏からの玄関口である土浦市のＪＲ土浦駅ビ
ルについて，ＪＲ東日本グループによる駅ビル改装の検討も踏まえ，県，本市，ＪＲ東
日本が連携してサイクリング拠点施設を設置・運営することにより，サイクリストをは
じめとした多くの観光客の誘客など，交流人口の増加による街なかの賑わいを創出し，
地域の活性化を図る。 

・サイクリング拠点を整備するＪＲ土浦駅は，サイクリングコースから 700メートルほ
どの距離にあることから，今回の拠点整備にあわせて，利用者を拠点からサイクリング
コースまで円滑に誘導できるよう，拠点周辺の環境を整備することが不可欠である。し
たがって，茨城県と共に拠点整備費用を負担する本市において，路面標示整備等の周辺
環境整備を行う。 

［地方版総合戦略における基本目標と数値目標］ 

 戦略分野Ⅰ 「地域経済の活性化を通じた持続性ある雇用基盤の確立」 

基本施策② 「交流人口の拡大による地域経済の活性化」 

【ＫＰＩ】 観光客入込客数：基準値 1,401,514人⇒目標値 1,500,000人（R1） 

［茨城県／観光客動態調査］ 

［事業実施期間］  

【施設整備】 

平成 29年 4月～平成 30年 3月 

【効果促進事業】 

平成 29年 5月～平成 30年 3月 

［事業費（決算額）］ 

 200,126,504円 

［実績］ 

【施設整備】 

・りんりんスクエア土浦工事費負担金 

施設整備負担金 153,313,186円 

【効果促進事業】 

・サイクリングコース路面表示等の周辺環境整備 46,813,318円 

サイクリングコース路面表示設置 44,755,200円  

土浦駅周辺自転車道標識設置 222,000円 

土浦駅北通り線ｻｲｸﾘﾝｸﾞｺｰｽｱｸｾｽ路面標示 1,836,118円  
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［令和元年度事業効果］  

② 地方創生に相当程度効果があった。 

［今後の方針］  

・事業の継続（計画どおりに事業を継続する。） 

（理由） 

・平成 28年度から令和元年度までは，「つくば霞ケ浦りんりんロード自転車利用者数」

のＫＰＩは達成していること，また，当地域でのサイクリングの大きなターゲットの１

つとして，初心者や観光を中心にサイクリングを楽しむライトユーザーが挙げられるが，

東京圏から当地域を訪れる場合，ＪＲ土浦駅を使うことが一般的であり，そうしたター

ゲットの来訪状況を把握する指標である「拠点施設発着の乗り捨て型広域レンタサイク

ル利用者数」についても，平成 30年度及び令和元年度のＫＰＩは達成したことから，拠

点整備の効果が直接的に現われ始めていると考える。 

・一方で，令和元年度において，ＫＰＩで設定した「つくば霞ケ浦りんりんロード自転

車利用者消費金額」が未達成となった理由としては，消費傾向として宿泊を伴わない利

用が多く，消費単価に伸び悩みが見られたためと考えられることから，サイクリング施

策を推進する市町村の拡大に伴う，まちなか周遊の充実等，地域での消費拡大により，

稼げる地域づくりの推進を図る必要がある。 

・今後は，こうした指標の分析を基に更なる当該地域の魅力ある地域資源を活かした事

業を展開するとともに，サイクリング拠点施設「りんりんスクエア土浦」を最大限活用

し，沿線市町村や民間事業者を巻き込んだＰＲや誘客を図っていく。また，サイクリン

グを活用した地域振興施策を進めるに当たっては，県及び市町村，民間事業者等で構成

する「つくば霞ヶ浦りんりんロード利活用推進協議会」において，これまで以上に情報

発信や誘客促進に係る取組を充実・強化していく。 

 

【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】目標値】 

指標 
事業開始前 

（基準値） 

（目標値増減） 

平成 28年度 

（目標値増減） 

平成 29年度 

（目標値増減） 

平成 30年度 

（目標値増減） 

令和元年度 

（目標値増減） 

令和 2年度 

つくば霞ケ浦り

んりんロード自

転車利用者数 

 

39,000人 

(+6,400人) 

45,400人 

(+12,800人) 

51,800人 

(+30,147人) 

69,147人 

(+45,574 人) 

84,574 人 

(+61,000人) 

100,000人 

つくば霞ヶ浦りんり

んロード自転車利用

者消費金額 

 

31,200千円 

（+18,740千円） 

49,940千円 

（+41,320千円） 

72,520千円 

（+107,094千円） 

138,294千円 

（+222,522 千円） 

253,722 千円 

（+268,800 千円） 

300,000千円 

拠点施設発着の

乗り捨て型広域

レンタサイクル

利用者数 

（なし） 

－ 
  

（－） 

2,400人 

（－） 

3,200 人 

（－） 

4,000人 
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【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】実績値及び達成率 

指標  
（実績値増減） 

平成 28年度 

（実績値増減） 

平成 29年度 

（実績値増減） 

平成 30年度 

（実績値増減） 

令和元年度 

（実績値増減） 

令和 2年度 

つくば霞ケ浦り

んりんロード自

転車利用者数 

 

 

Ａ 

132.2% 

Ａ 

125.0% 

Ａ 

139.3% 

Ａ 

118.5% 
 

（+8,460人） 

47,460人 

（+16,000人） 

55,000人 

（+42,000人） 

81,000人 

（+54,000 人） 

93,000 人 
 

つくば霞ヶ浦り

んりんロード自

転車利用者消費

金額 

 

 

Ａ 

162.7% 

Ａ 

104.6% 

Ａ 

153.2% 

Ｂ+ 

77.9% 
 

（+30,498千円） 

61,698千円 

（+43,205千円） 

74,405千円 

（+164,025 千円） 

195,225千円 

（+173,315 千円） 

204,515 千円 
 

拠点施設発着の

乗り捨て型広域

レンタサイクル

利用者数 

 

 

  
Ａ 

151.5% 

Ａ 

148.2% 
 

  
（－） 

3,635人 

（－） 

4,742 人 
 

 

 


